
第６回 航空分野特定技能協議会 
議 事 次 第 

 
日時 ： 令和８年９月１日（火）１３：００～ 

場所 ： WEB 会議 (teams) 
 
１．開会 

２．議事 

 （１）特定技能制度の運用状況の報告 

 （２）航空分野における外国人材の受入れについての報告 

（３）航空分野特定技能協議会規約改正についての決議 

（４）特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた行動規範策定につい

ての決議 

（５）航空分野の育成・キャリア形成プログラム策定についての決議 

３．閉会 
 

（配付資料） 

資料１：特定技能制度の運用状況 

資料２-１：航空分野における外国人材の受入れ 

資料２⁻２：航空分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 

資料３-１：航空分野特定技能協議会規約（改正案） 

資料３-２：航空分野特定技能協議会新旧対照表 

資料４-１：分野別協議会に係る今後の取組の方向性について 

資料４-２：特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた行動規範（案） 

資料５-１：分野別運用方針のポイント（育成・キャリア形成プログラム） ※再掲 

資料５-２：【航空分野】育成・キャリア形成プログラム（案） 

参考資料：特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領 

－航空分野の基準について－ 

以 上 



特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ①

特定技能在留外国人数の推移（平成３１年４月～令和７年１２月末現在） （注１）

平成３１年 令和元年 令和２年 令和３年

（人）
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上陸時に「特定技能」の許可を受けて在留する者

在留資格変更許可等を受け「特定技能」で在留する者（注２）

令和４年

（注１）本資料において、「特定技能在留外国人」は、「特定技能１号」及び「特定技能２号」の許可を受けて在留する者とする。（注２）在留特別許可を受けて「特定技能」で在留する者を含む。

令和５年 令和６年 令和７年

※数値はすべて速報値
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特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ②

国籍・地域別特定技能在留外国人数の推移

令和７年１２月末：３９０，２９６人令和７年６月末：３３６，１９６人

令和６年６月末→令和６年１２月末 令和６年１２月末→令和７年６月末 令和７年６月末→令和７年１２月末

（人）

-------------------------------

国籍・地域別特定技能在留外国人増加数
（注）構成比は小数点第二位で四捨五入。 

ベトナム

133,478 
46.9%

インドネシア

53,538 
18.8%

フィリピン

28,234 
9.9%

ミャンマー

27,348 
9.6%

中国

17,761 
6.2%

ネパール

7,014 
2.5%

カンボジア

6,008 
2.1%

タイ

5,571 
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5,514 
1.9%

ベトナム

164,352 
42.1%

インドネシア

86,955 
22.3%

ミャンマー

44,523 
11.4%

フィリピン
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令和６年１２月末：２８４，４６６人

ベトナム
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44.2%

インドネシア

69,537 
20.7%

ミャンマー
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10.6%

フィリピン
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カンボジア
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2.1%

タイ

6,232 
1.9%

その他

6,990 
2.1%

※数値はすべて速報値

-------------------------------
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飲食料品製造業
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24.5%
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特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ③

令和６年６月末→令和６年１２月末 令和６年１２月末→令和７年６月末 令和７年６月末→令和７年１２月末

令和７年１２月末：３９０，２９６人令和７年６月末：３３６，１９６人

分野別特定技能在留外国人数の推移

（人）

分野別特定技能在留外国人増加数
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（注）構成比は小数点第二位で四捨五入。

令和６年１２月末：２８４，４６６人

飲食料品製造業

84,892 

25.3%

介護

54,916 

16.3%工業製品製造業

51,473 

15.3%

建設

44,160 

13.1%

外食業

36,281 

10.8%

農業

35,454 

10.5%

その他

29,020 

8.6%

※数値はすべて速報値
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特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ④

都道府県別特定技能在留外国人数の推移

（人）

令和６年６月末→令和６年１２月末 令和６年１２月末→令和７年６月末 令和７年６月末→令和７年１２月末

--------------------------------

令和７年１２月末：３９０，２９６人令和７年６月末：３３６，１９６人

都道府県別特定技能在留外国人増加数

愛知県

22,805 
8.0%

大阪府

18,739 
6.6%

東京都

18,558 
6.5%

埼玉県

18,234 
6.4%

千葉県

17,627 
6.2%

神奈川県

16,961 
6.0%

茨城県

13,967 
4.9%

北海道

11,909 
4.2%

福岡県

10,135 
3.6%

兵庫県

10,101 
3.6%

その他

125,430 
44.1%

（注）構成比は小数点第二位で四捨五入。

愛知県

30,605 
7.8%

東京都

26,171 
6.7%

大阪府

26,013 
6.7%

埼玉県

25,225 
6.5%

千葉県

24,143 
6.2%

神奈川県

23,266 
6.0%

茨城県

17,955 
4.6%

北海道

16,666 
4.3%

兵庫県

14,230 
3.6%

福岡県

14,211 
3.6%

その他

171,811 
44.0%

令和６年１２月末：２８４，４６６人
愛知県

26,209 
7.8%

東京都

22,605 
6.7%

大阪府

22,465 
6.7%

埼玉県

21,654 
6.4%

千葉県

20,764 
6.2%

神奈川県

20,222 
6.0%

茨城県

15,830 
4.7%

北海道

14,697 
4.4%

福岡県

12,031 
3.6%

兵庫県

11,857 
3.5%

その他

147,862 
44.0%

※数値はすべて速報値
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介 護 分 野
ビ ル ク リ ー
ニ ン グ
分 野

工業製品製造
業 分 野 建 設 分 野

造 船 ・ 舶 用
工 業 分 野

自 動 車
整 備 分 野

航 空 分 野 宿 泊 分 野
自 動 車 運
送 業 分 野

鉄 道 分 野 農 業 分 野 漁 業 分 野
飲 食 料 品
製 造 業
分 野

外 食 業
分 野

林 業 分 野
木 材 産 業
分 野

総 数 382,341 67,871 8,395 56,736 49,323 11,204 4,560 2,260 1,968 151 54 37,952 4,590 93,393 43,869 0 15

ベ ト ナ ム 158,497 10,401 2,276 32,445 30,159 1,688 1,661 199 229 52 20 9,789 572 55,372 13,623 0 11

イ ン ド ネ シ ア 86,523 21,139 2,705 10,910 6,638 2,452 832 264 450 21 29 14,089 3,879 19,593 3,521 0 1

ミ ャ ン マ ー 44,315 19,803 940 650 1,012 30 310 187 653 14 0 1,010 1 4,739 14,966 0 0

フ ィ リ ピ ン 35,521 5,704 562 5,615 5,635 6,028 1,302 1,001 101 12 0 3,496 17 3,769 2,279 0 0

中 国 21,418 1,340 1,179 4,161 2,598 847 31 6 57 30 5 2,744 120 5,614 2,683 0 3

ネ パ ー ル 12,277 6,013 265 40 259 0 7 329 228 2 0 787 0 212 4,135 0 0

カ ン ボ ジ ア 8,379 402 220 422 1,719 15 99 1 4 0 0 3,696 0 1,651 150 0 0

タ イ 6,755 436 86 2,182 501 144 84 0 8 3 0 1,214 0 1,860 237 0 0

そ の 他 8,656 2,633 162 311 802 0 234 273 238 17 0 1,127 1 583 2,275 0 0

注)　本表の数値は速報値である。

(令和７年１２月末現在)

国籍・地域 総 数

【第１表】主な国籍・地域別　特定産業分野別　特定技能１号在留外国人数

建設

４９，３２３人（１２．９％）

工業製品製造業

５６，７３６人（１４．８％）

介護

６７，８７１人（１７．８％）

【第１－１図】特定産業分野別割合

飲食料品製造業

９３，３９３人（２４．４％）

外食業

４３，８６９人（１１．５％）

その他

３３，１９７人（８．７％）
農業

３７，９５２人（９．９％）

フィリピン

３５，５２１人（９．３％）

ミャンマー

４４，３１５人（１１．６％）

ベトナム

１５８，４９７人（４１．５％）

【第１－２図】国籍・地域別割合

インドネシア

８６，５２３人（２２．６％）

タイ

６，７５５人（１．８％）カンボジア

８，３７９人（２．２％）

ネパール

１２，２７７（３．２％）

中国

２１，４１８人（５．６％）

その他

８，６５６人（２．３％）
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介 護 分 野
ビルクリー
ニ ン グ
分 野

工業製品製造
業 分 野 建 設 分 野

造船・舶用
工 業 分 野

自 動 車
整 備 分 野

航 空 分 野 宿 泊 分 野
自 動 車 運
送 業 分 野

鉄 道 分 野 農 業 分 野 漁 業 分 野
飲 食 料 品
製 造 業
分 野

外 食 業
分 野

林 業 分 野
木 材 産 業
分 野

総 数 382,341 67,871 8,395 56,736 49,323 11,204 4,560 2,260 1,968 151 54 37,952 4,590 93,393 43,869 0 15

北 海 道 16,379 3,489 471 284 1,088 25 194 20 185 0 0 3,880 882 4,410 1,451 0 0

青 森 県 1,982 333 3 35 78 207 16 0 2 0 0 693 81 458 76 0 0

岩 手 県 2,458 213 14 561 177 49 35 0 13 0 2 274 62 959 99 0 0

宮 城 県 3,769 635 30 216 469 31 45 0 49 2 2 230 243 1,526 291 0 0

秋 田 県 774 236 1 90 107 0 16 0 2 0 0 109 13 138 62 0 0

山 形 県 1,724 313 0 323 128 0 25 0 35 1 0 100 5 731 63 0 0

福 島 県 2,634 505 13 631 344 0 77 0 12 0 0 313 7 598 134 0 0

茨 城 県 17,606 1,728 54 3,099 1,199 3 180 0 41 4 2 5,604 69 5,042 581 0 0

栃 木 県 6,953 764 48 1,586 610 2 76 0 56 1 2 1,375 1 2,063 369 0 0

群 馬 県 10,991 1,396 90 2,300 635 0 106 1 113 0 0 1,846 1 4,131 369 0 3

埼 玉 県 24,518 4,427 411 2,176 5,894 3 326 3 29 27 7 628 0 7,914 2,673 0 0

千 葉 県 23,560 3,249 1,326 1,345 4,163 17 245 747 41 11 5 2,236 171 7,441 2,558 0 5

東 京 都 25,451 5,312 1,480 424 5,077 4 189 394 72 29 2 98 11 3,031 9,328 0 0

神奈川県 22,792 5,361 745 1,339 5,178 137 187 470 141 12 4 251 3 5,061 3,903 0 0

新 潟 県 3,403 397 22 512 392 0 43 0 27 1 2 328 4 1,493 182 0 0

富 山 県 3,444 565 40 1,242 488 0 130 0 16 0 0 39 35 594 295 0 0

石 川 県 3,740 575 134 1,446 341 4 65 0 23 0 0 75 105 595 377 0 0

福 井 県 2,230 354 12 655 302 4 44 0 26 0 0 116 99 266 352 0 0

山 梨 県 2,629 506 20 426 255 2 24 0 48 0 0 212 7 902 227 0 0

長 野 県 6,813 758 203 1,717 420 0 61 0 91 2 0 2,094 1 1,080 386 0 0

岐 阜 県 8,861 1,703 175 3,241 939 3 124 0 76 0 0 438 0 1,482 680 0 0

静 岡 県 11,533 1,637 110 3,081 1,111 138 127 0 81 0 0 877 34 3,309 1,028 0 0

愛 知 県 29,854 4,780 310 8,651 4,383 334 454 94 33 15 7 1,475 13 6,035 3,268 0 2

三 重 県 7,929 1,112 74 2,692 786 374 185 0 39 2 0 360 98 1,654 553 0 0

滋 賀 県 4,483 769 52 1,673 346 13 77 0 22 3 0 93 0 1,113 322 0 0

京 都 府 7,626 1,469 358 1,185 713 5 102 0 42 1 0 299 0 2,364 1,088 0 0

大 阪 府 25,471 6,446 906 4,091 3,760 37 197 468 61 15 5 131 10 4,814 4,527 0 3

兵 庫 県 13,933 3,327 264 2,759 1,507 127 153 0 104 4 6 450 164 3,793 1,275 0 0

奈 良 県 2,741 921 16 458 273 7 51 0 7 0 0 104 2 648 254 0 0

和歌山県 1,668 502 21 255 87 2 35 0 40 0 0 186 24 348 168 0 0

鳥 取 県 1,006 207 22 151 67 6 15 0 10 0 0 56 49 294 129 0 0

島 根 県 1,042 259 10 187 166 11 24 0 9 0 0 86 26 169 95 0 0

岡 山 県 6,088 914 42 1,166 745 234 61 0 10 0 0 390 137 2,079 310 0 0

広 島 県 12,128 1,495 95 1,968 1,323 3,212 139 0 36 2 0 396 644 2,149 667 0 2

山 口 県 3,457 680 19 475 605 219 58 0 16 0 6 85 33 975 286 0 0

徳 島 県 1,750 390 23 53 181 17 43 0 6 1 0 521 17 379 119 0 0

香 川 県 5,862 569 32 680 387 1,717 60 0 34 0 0 704 19 1,390 270 0 0

愛 媛 県 5,210 870 12 458 306 1,846 57 0 3 2 0 378 78 1,013 187 0 0

高 知 県 1,689 210 8 34 104 58 25 0 7 1 0 803 153 190 96 0 0

福 岡 県 13,943 2,728 158 1,422 1,923 68 181 18 25 10 0 1,318 139 4,299 1,654 0 0

佐 賀 県 2,840 654 5 143 229 231 35 0 9 0 0 214 293 860 167 0 0

長 崎 県 3,888 521 45 134 159 1,083 27 0 19 0 0 757 337 510 296 0 0

熊 本 県 8,019 1,279 86 602 563 421 46 0 44 0 0 2,854 130 1,326 668 0 0

大 分 県 3,305 624 66 307 277 526 68 8 51 0 0 673 70 283 352 0 0

宮 崎 県 3,012 635 16 140 199 1 21 3 8 0 2 931 146 707 203 0 0

鹿児島県 6,037 1,007 18 287 344 26 43 6 46 0 0 1,959 113 1,888 300 0 0

沖 縄 県 4,612 922 310 11 477 0 63 28 100 4 0 827 55 805 1,010 0 0

未 定 ・
不 詳 504 125 25 25 18 0 5 0 8 1 0 86 6 84 121 0 0

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　本表の都道府県は在留外国人の住居地の都道府県である。

【第２表】都道府県別　特定産業分野別　特定技能１号在留外国人数
(令和７年１２月末現在)

都道府県 総 数
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介 護 分 野
ビルクリーニング

分 野

67,871 8,395

工業製品製造業分

野

56,736

機械金属加工
電気電子機器

組立て
金属表面処理

紙器・段ボール箱

製造

コンクリート製品

製造
RPF製造 陶磁器製品製造 印刷・製本 紡織製品製造 縫製

44,203 10,322 1,498 141 81 21 50 200 36 184

建 設 分 野

49,323 分 野

土木 建築
ライフライン

・設備
-

26,369 19,593 3,361 業務区分 業務区分

-                             -                             

造船・舶用工業

分 野

11,204

造船 舶用機械
舶用電気

電子機器

10,738 428 38

自 動 車 整 備

分 野
航 空 分 野 宿 泊 分 野

4,560 2,260 1,968
空港グランド

ハンドリング
航空機整備

2,218 42

自 動 車 運 送 業

分 野
鉄 道 分 野

151 54

トラック運転者 タクシー運転者 バス運転者 軌道整備 電気設備整備 車両整備 車両製造 運輸係員

123 16 12 14 8 6 26 0

農 業 分 野 漁 業 分 野

37,952 4,590

耕種農業全般 畜産農業全般 漁業 養殖業

30,056 7,896 2,533 2,057

飲食料品製造業分

野
外 食 業 分 野 林 業 分 野 木 材 産 業 分 野

93,393 43,869 0 15

１ ６ 分 野 計

382,341
注)　本表の数値は速報値である。

【第３表】特定産業分野・業務区分別　特定技能１号在留外国人数
(令和７年１２月末現在)

（凡例）
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ビ ル ク リ ー
ニ ン グ
分 野

工業製品製造
業 分 野

建 設 分 野
造船・舶用工業
分 野

自 動 車
整 備 分 野

航 空 分 野 宿 泊 分 野 農 業 分 野 漁 業 分 野
飲 食 料 品
製 造 業
分 野

外 食 業
分 野

総 数 7,955 17 840 1,799 336 320 3 30 1,282 21 2,251 1,056

ベ ト ナ ム 5,855 11 704 1,553 89 219 0 9 699 2 1,807 762

中 国 687 1 75 168 17 2 0 4 164 0 186 70

イ ン ド ネ シ ア 432 1 42 40 39 18 0 7 169 19 87 10

フ ィ リ ピ ン 341 1 5 14 165 59 0 0 63 0 22 12

ミ ャ ン マ ー 208 2 2 6 2 15 0 3 8 0 105 65

カ ン ボ ジ ア 121 0 0 4 3 1 0 0 108 0 3 2

ネ パ ー ル 110 1 0 5 0 1 1 2 26 0 17 57

タ イ 62 0 10 2 21 0 0 0 17 0 5 7

そ の 他 139 0 2 7 0 5 2 5 28 0 19 71

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　特定技能２号外国人の受入れが可能である特定産業分野のみ記載している。

国籍・地域 総 数

【第１表】主な国籍・地域別　特定産業分野別　特定技能２号在留外国人数
(令和７年１２月末現在)

農業

１，２８２人（１６．１％）

建設

１，７９９人（２２．６％）

【第１－１図】特定産業分野別割合

飲食料品製造業

２，２５１人（２８．３％）

外食業

１，０５６人（１３．３％）

造船・舶用工業

３３６人（４．２％）

工業製品製造業

８４０人（１０．６％）

フィリピン

３４１人（４．３％）

インドネシア

４３２人（５．４％）

ベトナム

５，８５５人（７３．６％）

【第１－２図】国籍・地域別割合

中国

６８７人（８．６％）

タイ

６２人（０．８％）ネパール

１１０人（１．４％）

カンボジア

１２１人（１．５％）

ミャンマー

２０８人（２．６％）

その他

３９１人（４．９％）

その他

１３９人（１．７％）
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ビルクリーニン
グ 分 野

工業製品製造
業 分 野

建 設 分 野
造船・舶用工業
分 野

自 動 車
整 備 分 野

航 空 分 野 宿 泊 分 野 農 業 分 野 漁 業 分 野
飲 食 料 品
製 造 業
分 野

外 食 業
分 野

総 数 7,955 17 840 1,799 336 320 3 30 1,282 21 2,251 1,056

北 海 道 287 0 0 33 0 4 0 2 162 3 76 7

青 森 県 17 0 1 3 0 0 0 0 9 0 4 0

岩 手 県 19 0 3 0 2 1 0 1 5 1 6 0

宮 城 県 52 0 0 9 2 1 0 0 10 0 22 8

秋 田 県 9 0 2 0 0 0 0 0 0 0 7 0

山 形 県 25 0 2 4 0 0 0 0 1 0 18 0

福 島 県 48 0 9 14 0 1 0 2 15 0 4 3

茨 城 県 349 0 37 27 2 8 0 1 153 2 112 7

栃 木 県 141 0 23 25 0 9 0 0 51 0 27 6

群 馬 県 208 0 36 17 0 3 0 0 63 0 87 2

埼 玉 県 707 2 26 307 0 17 0 0 23 0 226 106

千 葉 県 583 3 17 152 0 12 1 1 119 5 183 90

東 京 都 720 6 11 214 0 19 2 4 1 0 139 324

神 奈 川 県 474 2 20 187 14 21 0 0 3 0 136 91

新 潟 県 49 0 5 9 0 10 0 0 9 0 14 2

富 山 県 85 0 16 19 0 20 0 0 0 0 18 12

石 川 県 62 0 26 14 0 6 0 0 0 0 11 5

福 井 県 32 0 6 10 0 1 0 0 3 1 1 10

山 梨 県 61 0 7 17 0 5 0 0 9 0 22 1

長 野 県 116 1 18 8 0 8 0 1 63 0 16 1

岐 阜 県 161 0 49 25 0 8 0 4 27 0 40 8

静 岡 県 221 0 39 34 5 10 0 2 47 1 67 16

愛 知 県 751 1 135 145 3 45 0 0 79 0 238 105

三 重 県 172 0 28 21 29 9 0 0 17 1 63 4

滋 賀 県 54 0 20 7 0 1 0 0 6 0 16 4

京 都 府 187 1 29 48 0 6 0 2 11 0 72 18

大 阪 府 542 0 107 174 5 20 0 4 12 0 118 102

兵 庫 県 297 0 75 46 13 22 0 1 28 0 91 21

奈 良 県 23 0 2 4 0 2 0 0 2 0 9 4

和 歌 山 県 20 0 6 1 0 4 0 0 6 0 2 1

鳥 取 県 19 0 1 4 0 0 0 1 0 4 8 1

島 根 県 7 0 0 2 0 2 0 0 2 0 1 0

岡 山 県 147 0 18 34 27 1 0 0 21 1 44 1

広 島 県 281 1 19 47 90 24 0 0 33 1 52 14

山 口 県 47 0 3 13 13 0 0 1 0 0 16 1

徳 島 県 44 0 1 9 0 1 0 0 30 0 3 0

香 川 県 142 0 2 16 38 0 0 0 18 0 68 0

愛 媛 県 83 0 4 6 42 1 0 0 12 0 17 1

高 知 県 28 0 1 2 0 2 0 0 16 0 5 2

福 岡 県 268 0 13 47 5 11 0 0 34 0 110 48

佐 賀 県 23 0 1 9 3 0 0 0 1 0 6 3

長 崎 県 44 0 3 3 13 0 0 0 15 1 8 1

熊 本 県 130 0 11 14 15 1 0 0 59 0 19 11

大 分 県 59 0 2 10 13 2 0 1 22 0 5 4

宮 崎 県 30 0 0 1 0 0 0 0 27 0 1 1

鹿 児 島 県 96 0 6 6 2 2 0 0 43 0 34 3

沖 縄 県 34 0 0 2 0 0 0 2 15 0 9 6

未 定 ・
不 詳 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　本表の都道府県は在留外国人の住居地の都道府県である。

注３） 特定技能２号外国人の受入れが可能である特定産業分野のみ記載している。

都道府県 総 数

【第２表】都道府県別　特定産業分野別　特定技能２号在留外国人数
(令和７年１２月末現在)
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ビルクリーニ

ン グ 分 野

工業製品製造

業 分 野

17 840

機械金属加工
電気電子機器

組立て
金属表面処理

733 101 6

建 設 分 野 分 野

1,799 -

土木 建築
ライフライン・

設備
業務区分 業務区分

694 973 132 -                     -                     

造船・舶用工業

分 野

336

造船 舶用機械
舶用電気電子

機器

304 32 0

自 動 車 整 備

分 野

航 空

分 野

宿 泊

分 野

320 3 30

空港グランド

ハンドリング
航空機整備

2 1

農 業 分 野 漁 業 分 野

1,282 21

耕種農業全般 畜産農業全般 漁業 養殖業

918 364 15 6

飲食料品製造業

分 野

外 食 業

分 野

2,251 1,056

１ １ 分 野 計

7,955

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　特定技能２号外国人の受入れが可能である特定産業分野・業務区分のみ記載している。

【第３表】特定産業分野・業務区分別　特定技能２号在留外国人数
(令和７年１２月末現在)

（凡例）
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特定技能１号の受入れ見込数及び在留者数について（令和８年３月末時点・速報値）

（人）

○ 現在の受入れ見込数は、令和８年１月23日に閣議決定（令和11年３月までの受入れ見込数）

※１ 令和６年３月に受入れ対象分野に追加
※２ 令和８年１月に受入れ対象分野に追加
※３ 年間増加数は、令和７年３月末在留者数と令和８年３月末在留者数の差（速報値）

分野 介護 ビル
クリーニング

リネン
サプライ
（※２）

工業製品
製造業 建設 造船・

舶用工業 自動車整備 航空 宿泊 自動車運送業
（※１）

鉄道
（※1）

物流倉庫
（※２）

受入れ見込数 126,900 32,200 4,300 199,500 76,000 23,400 9,400 4,900 14,800 22,100 2,900 11,400 

在留者数 74,745 9,202 - 59,038 51,055 11,471 4,925 2,577 2,207 333 59 -

受入れ見込数の充足率 58.9% 28.6% - 29.6% 67.2% 49.0% 52.4% 52.6% 14.9% 1.5% 2.0% -

年間増加数
（※３） 26,332 2,560 - 12,962 9,957 1,514 1,646 937 1,365 332 49 -

分野 農業 漁業 飲食料品
製造業 外食業 林業

(※１）
木材産業
（※１）

資源循環
（※２） 合計

受入れ見込数 73,300 14,800 133,500 50,000 900 4,500 900 805,700 

在留者数 39,950 4,842 96,367 47,714 8 34 - 404,527 

受入れ見込数の充足率 54.5% 32.7% 72.2% 95.4% 0.9% 0.8% - 50.2%

年間増加数
（※３） 9,438 1,232 20,509 16,498 8 34 - 105,373
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〇航空分野における外国人材の受入れ

資料2-1
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航空分野における外国人材の受入れ

〇 航空分野（空港グランドハンドリング及び航空機整備）は、人手不足が深刻化しており、生産性向
上の取組や国内人材の確保を最大限行っても、なお発生する人手不足に対して、令和10年度末
までの累計で4,900人を上限（令和8年1月閣議決定）に特定技能の在留資格で外国人を受入。

〇 また、同閣議決定にて空港グランドハンドリングでは、新たに「旅客ハンドリング業務」、「機内食
等の運搬・搭降載業務」、「航空燃料取扱業務」が追加された。

航空分野における特定技能１号 受入人数の推移

国籍別内訳（1号）

2 13 22 36 79 167
342

632

959

1382

1818

2260
2577

0

400

800

1200

1600

2000

2400

R2.6 R2.12 R3.6 R3.12 R4.6 R4.12 R5.6 R5.12 R6.6 R6.12 R7.6 R7.12 R8.3

令和８年3月は速報値出典：入管庁「特定技能在留外国人数」より

1001

329

264

199

187
184

27
69

フィリピン ネパール

インドネシア ベトナム

ミャンマー スリランカ

モンゴル その他

計2,260人

在留外国人数 2,260人
グラハン 2,218人
整備 42人

令和7年12月末現在

○ 航空機地上走行支援業務

対象となる業務の内容

既存業務 追加業務
○ 旅客ハンドリング業務

○ 手荷物・貨物の航空機搭降載業務 ○ 手荷物・貨物取扱業務

○ 航空機内外の清掃整備業務

○ 航空燃料取扱業務

空港グランドハンドリング

航空機整備
○ 運航整備 ○ 機体整備 ○ 装備品・原動機整備

○ 機内食等の運搬・搭降載業務

（参考）
2号在留人数 ３人
（ネパール人、韓国人、
モンゴル人 各1人）

（ ）
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〇分野別運用方針のポイント
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分野別運用方針のポイント（育成・キャリア形成プログラム）

第一 特定技能制度に関する基本的な事項等
４ その他特定技能制度に係る制度の運用に関する重要事項
（１）特定技能外国人のキャリア形成等に関する事項

国土交通省は、関係業界等と協働して、特定技能１号及び特定技能２号に係る講習受講・資格取得等を内容
とする航空分野における「育成・キャリア形成プログラム（以下「育成プログラム」という。）」を策定する。

航空分野における育成プログラムは、次の事項を基本とし、特定技能外国人が、自身のキャリアを俯瞰し、技
能等の向上・育成を予見できるものとするとともに、関係業界、特定技能所属機関等において、受け入れる外
国人への計画的かつ的確な育成・評価等を行うための指針とする。
① 講習受講・資格取得
② 日本語能力
③ マネジメント経験
④ その他（フォローアップや意欲向上策等）

航空分野の育成・キャリア形成
プログラム案
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分野別運用方針のポイント（公租公課に関する必要な措置）

第一 特定技能制度に関する基本的な事項等
４ その他特定技能制度に係る制度の運用に関する重要事項
（４）公租公課に関する必要な措置

特定技能外国人及び特定技能所属機関は、納付すべき公租公課を適切に支払う責務があり、また、国土交
通省は、これらの者が納付すべき公租公課の未納を防ぐため、制度を所管する行政機関と連携の上、必要な
措置を講じる。

出典：出入国在留管理庁
『生活・仕事ガイドブック』

外国人材への
周知の例
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分野別運用方針のポイント（空港グランドハンドリング業務追加）

第二 特定技能制度において求められる人材等に関する事項
２ その他特定技能制度の運用に関する重要事項
（１）業務区分及び特定技能外国人が従事する業務
航空分野において設定する業務区分及び当該業務区分において従事する業務は、 それぞれ次のア及びイに定

めるとおりとする。
なお、いずれの場合も、これらの業務に従事する日本人が通常従事することとな る関連業務（例：事務作業、作

業場所の整理整頓や清掃、積雪時における作業場所 の除雪等）に付随的に従事することは差し支えない。
ア １号特定技能外国人
上記１（１）アの技能水準に対応し、それぞれ別表１のｂ．業務区分（従事す る業務）の欄に定めるとおりとする。
イ ２号特定技能外国人
上記１（２）ア（ア）の技能水準に対応し、それぞれ別表２のｂ．業務区分（従 事する業務）の欄に定めるとおりとす

る。

別表１　（第二１及び２関係）
項番ａ．技能水準 ｂ．業務区分（従事する業務） 

1
航空分野特定技能１号評
価試験（空港グランドハン
ドリング）

空港グランドハンドリング（社内資格等を有する指導者やチームリーダーの指
導・監督の下で行う、航空機地上走行支援業務、手荷物・貨物取扱業務、手荷
物・貨物の航空機搭降載業務、航空機内外の清掃整備業務、旅客ハンドリング
業務、機内食等の運搬・搭降載業務、航空燃料取扱業務）

別表２　　（第二１及び２関係）
項番ａ．技能水準 ｂ．業務区分（従事する業務） 

1
航空分野特定技能２号評
価試験（空港グランドハン
ドリング）

空港グランドハンドリング（社内資格等を有する指導者やチームリーダーとして行
う、航空機地上走行支援業務、手荷物・貨物取扱業務、手荷物・貨物の航空機
搭降載業務、航空機内外の清掃整備業務、旅客ハンドリング業務、機内食等の
運搬・搭降載業務、航空燃料取扱業務（これら工程を管理する業務）） 5



特定技能の追加の業務内容について

○カウンター業務
旅客ターミナルにおいて、航空機の搭乗券の発行、受託手荷
物の受付、その他の搭乗のための役務を提供する業務

○ゲート業務
搭乗ゲートにおける旅客の円滑な搭乗のための案内・誘導、
未搭乗者等を捜索する業務

○旅客搭乗等サポート業務、旅客等輸送業務
旅客の航空機への搭乗又は航空機からの降機を支援、旅
客ターミナルと航空機の間で旅客等を輸送する業務

カウンター業務 旅客搭乗等サポート業務ゲート業務 旅客等輸送業務

旅客ハンドリング業務

○積付け業務
機内食工場内で、機内食・機内サービス用品の航空
機への搭載物品の、カート・コンテナへの組入れを行う
業務

○搭降載業務
航空機への搭載物品のトラックへの搬入、航空機への
搭降載、航空機ギャレーへの収納を行う搭降載業務

機内食等の運搬・搭降載業務

○給油業務
特殊な給油車両を使い、翼や胴体にある燃料タンクへ
給油する業務

○給油施設管理業務
貯蔵タンクや燃料ポンプの定期点検や燃料の品質
チェック等、空港給油施設の管理・運営を行う業務

給油業務 給油施設管理業務
航空燃料取扱業務

積付け業務 搭降載業務
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旅客の搬送
（ランプバス）

給油

航空機トーイング
（車両等を用いて航空機
を牽引すること）

航空機ﾌﾟｯｼｭﾊﾞｯｸ
（車両等を用いて航空機を後方に

押し出すこと）

マーシャリング
（航空機をエプロンの所定の位

置まで誘導すること）

防除雪氷
（雪氷を除去し、雪氷の付着を予
防するため薬剤を散布すること）

充電、圧縮空気・冷暖房
の供給、給水

機内食等の物品の
積込み・取卸し

旅客の誘導

旅客の流れ

旅客搭乗橋・旅客搭乗車の接続

旅客の搭乗のための
役務提供

預入手荷物受取り

預入手荷物のコンテナ等
への積付け

航空旅客取扱施設
（空港ターミナルビル）

預入手荷物の流れ

航空機側
（ランプ）

貨物・預入手荷物の運搬
（ﾄｰｲﾝｸﾞﾄﾗｸﾀｰ）

貨物の積付け

貨物・預入手荷物の搭降載

航空貨物取扱施設
（貨物上屋）

貨物受取り

貨物の流れ

機内清掃 機体清掃

現在の対象業務

追加業務

特定技能の追加業務について
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分野別運用方針のポイント（在籍型出向）

第二 特定技能制度において求められる人材等に関する事項
２ その他特定技能制度の運用に関する重要事項
（２）特定技能外国人の雇用形態

ア 雇用形態
航空分野の事業者を特定技能所属機関とする直接雇用形態（同時に航空分野の２事業者を特定技能所属

機関とする在籍型出向形態を含む。）とする。

イ 在籍型出向の形態により受け入れる必要性
航空分野においては、従前から相互に密接に関連する企業間において技能を要する業務（航空分野にお

いて受け入れる特定技能外国人に必要とされる技能を要する業務を含む。）を委託等するに当たり、在籍型
出向形態により当該技能に係る教育・研修を行っている実態があり、特定技能制度においても特定産業分野
に属する技能の一層の向上を目的として、安定的な業務委託等の関係のある機関間において、一定期間在
籍型出向形態により航空分野の同一の業務区分に属する業務に従事させるために特定技能外国人を受け
入れることが必要不可欠である。

ウ 在籍型出向を活用して受け入れる場合における懸念を払拭するために講じる措置
航空分野において特定技能外国人の在籍型出向形態を認めるに当たり、特定技能外国人の雇用の安定

や１号特定技能外国人への支援を確実に担保するため、国土交通省において、在籍型出向を行う出向元・
出向先の特定技能所属機関を把握し、当該機関同士が適切に在籍型出向を行うことができることを確認した
上で、出向期間中における所定内賃金等の待遇が出向元におけるものに比べ維持又は向上されることや在
籍型出向に係る期間（１号特定技能外国人については１年につき通算４月を超えない期間とする。）における
１号特定技能外国人支援を行う主体等を事前に確認する。

※制度運用開始に向けて準備中
8



在籍型出向について

在籍型出向とは、出向元企業と出向先企業との間の出向契約によって、
労働者が出向元企業と出向先企業の両方と雇用契約を結び、出向先企業に
一定期間継続して勤務することをいいます。

厚生労働省 『在籍型出向 「基本がわかる」ハンドブック』 抜粋
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在籍型出向について

公益財団法人 産業雇用安定センター『出向の進め方』 抜粋
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（ご紹介）外国人材受入れ環境整備に関する補助事業
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増大するインバウンド需要への対応に必要な空港業務の体制強化等の空港受入環境整備

○ インバウンド需要の増加に対応し、地方誘客の促進を図るため、空港機能が持続可能な形で
維持・発展できるよう、航空機の運航に不可欠な空港業務の体制強化を推進するとともに、今
後の航空需要を支える航空整備士の確保に向けた取組についても支援する。
補助内容 航空・空港関係事業者の人材確保・育成、業務効率化、職場環境改善等に資する取組の推進

共用休憩室

空港ごとの
合同採用説明会

教育訓練

① 人材確保・育成等への補助

③ 空港業務人材の職場環境改善等への補助

案内ロボット

応援派遣・業務委託

航空整備士の効果的な
広報活動 マニュアル等多言語化

② 業務効率化に資する資機材・設備整備への補助

ジェット燃料タンク付帯設備

日本語教育

従業員用シャワー室・トイレ

外国人や女性向け
採用説明会

新規対象

自動航空機洗浄機

新規対象

牽引式空港用給油装置

暑さ・寒さ対策

グラハン可視化システム（AIカメラ）

空港ごとの合同採用説明会の開催、教育訓練の実施、外国人材の受入環境整備、省人化等の業務効率化、空港業務人材の
職場環境改善等に要する費用の一部を補助
◆補助対象空港：全ての空港 ◆補助対象事業者：①,②航空・空港関係事業者 等 、③地方自治体 等 ◆補助率：１／２以下

新規対象

共用GSE

①令和８年度当初予算決定額
：0.8億円（一般会計（非公共））
②③令和８年度当初予算決定額
：28.8億円の内数（観光庁予算）
（令和６年度第１次補正予算額：6.1億円、
令和７年度当初予算額：1.7億円）
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特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針及 

び育成就労に係る制度の運用に関する方針及び特定技 

能の在留資格に係る制度の運用に関する方針について 

 

令 和 ８ 年 １ 月 ２ ３ 日 

閣 議 決 定 

 

 

 

出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号。

以下「入管法」という。）第２条の４第１項及び外国人の育

成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律

（平成２８年法律第８９号。以下「育成就労法」という。）第７条

の２第１項の規定に基づき、入管法第２条の３第１項及び育

成就労法第７条第１項の規定に基づき定められた特定技能の

在留資格に係る制度の運用に関する基本方針及び育成就労の

適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する基本方針（以

下「基本方針」という。）にのっとって、特定技能の在留資

格に係る制度の運用に関する方針及び育成就労に係る制度の

運用に関する方針を別紙１から別紙７まで、別紙９及び別紙

１１から別紙１９までのとおり定める。 

また、入管法第２条の４第１項の規定に基づき、基本方針

にのっとって、特定技能の在留資格に係る制度の運用に関す

る方針を別紙８及び別紙１０のとおり定める。 

これに伴い、特定技能の在留資格に係る制度の運用に関す

る方針（平成３０年１２月２５日閣議決定）は、廃止する。 

 

資料2-2

tuda-k97qs
長方形



 
 

別紙８ 
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航空分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 

 

法 務 大 臣 
厚生労働大臣 

国家公安委員会 
外 務 大 臣 
国土交通大臣 

 

 出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「入管法」という。）第２

条の４第１項の規定に基づき、入管法第２条の３第１項及び外国人の育成就労の適正な

実施及び育成就労外国人の保護に関する法律（平成 28 年法律第 89 号）第７条第１項の

規定に基づき定められた「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針及び

育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する基本方針」（以下「基本方針」

という。）にのっとって、航空分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関す

る方針（以下「分野別運用方針」という。）を定める。  
 
第一 特定技能制度に関する基本的な事項等 

１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を

図るべき産業上の分野（特定産業分野） 

航空分野 

２ 当該産業上の分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が

不足している地域の状況を含む。）に関する事項 

（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 

航空分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かした

業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発展を図

り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 

（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

航空分野では、令和５年２月に空港業務（空港グランドハンドリング等）の持続

的な発展に向けた、学識経験者や関係業界による「持続的な発展に向けた空港業務

のあり方検討会」を設置した。 

同年６月には、同検討会において、人材確保等に資する「処遇改善」や「生産性

向上」などを盛り込んだ「空港業務の持続的発展に向けたビジョン」の中間とりま

とめを公表し、生産性向上や人材確保に取り組んでいる。 

ア 生産性向上のための取組 

生産性向上のための具体的な施策として、①業務のマルチタスク化、②空港に

おけるＧＳＥ車両等資機材の共有化、③先進技術の導入による作業の効率化、④

航空会社ごとの作業資格を相互に承認する仕組みの運用、⑤従来機よりも定期

点検間隔等が延長された新型航空機の導入、⑥整備記録の電子化、⑦空港制限区

域内の自動運転レベル４による搬送作業の効率化等による生産性向上のための

取組を実施している。 
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国土交通省としても、学識経験者や関係業界による「空港グランドハンドリン

グ作業の生産性向上に関する技術検討会」の設置や、生産性向上に向けた取組に

対する支援を行うとともに、令和７年６月に整備士制度を大幅に見直し、資格の

業務範囲拡大や型式別資格の共通化を行うことにより、企業による生産性向上

の取組を支援している。 

こうした取組の結果、令和４年から令和６年にかけて日本での航空旅客数は約

1.5 倍増加する一方で、就業者数は約 1.2 倍の増加でもって対応している。 

   イ 国内人材確保のための取組 

国内人材確保のための具体的な施策として、新規雇用の促進、若年離職者の抑

制及び裾野拡大に向けて、次の（ア）、（イ）及び（ウ）に取り組んでいる。 

（ア）女性・高齢者・就職困難者等の就業促進 

① 業界における男女間賃金格差の解消など、男女ともに安心して長く働き

続けられる環境を整備する観点に基づく業界団体による女性活躍推進アク

ションプランを令和７年７月に公表 

② 令和５年 12 月より航空従事者指定養成施設等の整備士養成課程の学生に

対する奨学金制度の創設等に取り組んでいる。 

また、国土交通省としても、退職自衛官の活用の観点から、駐屯地での説明

会やインターンシップを実施する等の採用に向けた取組を推進するため、国

土交通省・防衛省・業界団体において申合せを令和７年６月に締結するととも

に、「航空広報戦略推進協議体」を設置し、裾野拡大に向けて継続的な広報活

動、育休等に配慮した国家資格制度の見直しを通じて、女性の入職、高齢者の

更なる活躍等を促進している。 

（イ）処遇改善 

① 賃金水準の改善や諸手当の拡充、公休日数の引上げ、育児休業制度の拡充

等の労働条件の改善に関する取組 

② 国による支援事業を活用しつつ、空港内の休憩スペースの確保等職場環

境の改善等に取り組んでいる。 

また、国土交通省としても、処遇改善等に資する取組として適正取引等の推

進のためのガイドラインを令和７年 12 月に策定している。 

（ウ）安全衛生対策 

安全衛生対策として、国土交通省において、空港の制限区域内で発生した事

故等に関する情報を収集し、分析結果及び安全情報を空港関係者に共有する

等、再発防止に向けた取組を推進している。 

こうした取組の結果、次の（エ）、（オ）及び（カ）のとおり成果がみられる。 

（エ）（ア）の成果 

上記（ア）の取組により、政府・業界等による取組を経て、航空分野におけ

る有効求人倍率は、令和６年１月から３月には 4.68 倍であったが、令和７年

１月から３月には 4.31 倍へと減少している。 

（オ）（イ）の成果 

上記（イ）の取組により、政府・業界等による取組を経て、空港グランドハ
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ンドリングにおける令和６年の給与水準は、前年と比較し約 15％上昇してい

る。 

また、航空機整備における令和６年度の初任給は前年度と比較し、約５％上

昇している。 

（カ）（ウ）の成果 

上記（ウ）の取組により、政府・業界等による取組を経て、労災発生率は近

年概ね横ばいで推移している。 

（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 

近年の訪日外国人旅行者の増加に伴い、我が国の航空需要は拡大を続けている。

さらに、今後「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成 28 年３月 30 日明日の日

本を支える観光ビジョン構想会議決定）における訪日外国人旅行者数の政府目標

（2030 年に 6,000 万人）の達成に向けた国際線旅客の更なる増加等に的確に対応

していくためには、これを支える航空分野の人材確保が極めて重要であり、令和 10

年度には５万 1,500 人の就業者が必要であると見込まれる。 

現在、航空分野においては、生産性向上や国内人材確保の取組を進めており、就

業者数は新型コロナウイルス感染症拡大前の水準に回復している一方、一定数の

退職者が生じており、また、整備士の高齢化等による大量退職への対応も喫緊の課

題となっている。令和６年度における航空分野の主な職種の有効求人倍率は 3.95

倍（陸上荷役・運搬作業員、旅客・貨物係事務員、他に分類されない輸送の職業は

3.99 倍、輸送用機械器具整備・修理工（自動車を除く。）は 3.62 倍）となってお

り、また、令和６年（６月末現在）の雇用動向調査では「運輸業，郵便業」の欠員

率は 3.1％となっているほか、今後も更に航空需要が拡大し、令和 10 年度には、

１万 5,300 人程度の人手不足が生じると見込まれるが、上記（２）に掲げた生産性

向上のための取組及び国内人材確保のための取組を継続することにより人手不足

が１万 400 人程度緩和されることが推測されるものの、なお 4,900 人程度の人手

不足が見込まれる状況である。 

また、航空分野における業務は日本全国の空港で行われているところ、地方部の

空港においても航空需要が拡大し、地方部の人手不足も深刻化していくことが見

込まれる。 

航空輸送は我が国の経済社会活動や国民生活を支える基盤であり、航空分野の

現場で即戦力となる人材は、安全で安定的な輸送の確保のための重要な役割を担

っている。訪日外国人旅行者の増加等による航空需要の増加に的確に対応してい

くことが求められる中、航空分野の基盤を維持し、今後も発展させていくために

は、空港内での作業の制約を理解し、航空機用の特殊な機材や工具を用いて作業を

行うという一定の専門性・技能を有する外国人を受け入れることが必要不可欠で

ある。 

（４）受入れ見込数 

航空分野における令和６年度から令和 10 年度までの５年間の受入れ見込数は、

4,900 人である。  

当該受入れ見込数は、航空分野において、令和 10 年度には１万 5,300 人程度の
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人手不足が見込まれる中、先進技術の導入による作業の効率化等による毎年１％

程度の生産性向上（令和 10 年度までに 2,400 人程度）や、労働条件の改善等によ

る追加的な国内人材の確保（令和 10 年度までに 8,000 人程度）を行ってもなお不

足すると見込まれるものであり、過大なものとはなっていない。 

３ 在留資格認定証明書の交付の停止の措置及び再開の措置 

（１）航空分野をめぐる人手不足状況の変化の把握方法 

国土交通大臣は、次の指標等により人手不足状況の変化を的確に把握する。 

① 航空分野の１号特定技能外国人の在留者数（定期的に法務省から国土交通省

に提供） 

② 雇用動向調査に基づく欠員率、職業安定業務統計に基づく有効求人倍率 

③ 関係業界への調査 

④ 国土交通省が設置する特定技能制度における航空分野に係る分野別協議会

（以下単に「特定技能の協議会」という。）における特定技能所属機関等からの

状況把握等 

（２）入管法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用す

る場合を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の

停止の措置及び交付の再開の措置に関する事項 

① 国土交通大臣は、上記（１）の客観的指標等を踏まえ、人手不足の状況の変化

に応じて分野別運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとともに、

上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合その他必要と

される人材が確保されたと認められる場合には、法務大臣に対し、一時的に在留

資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 

② 一時的に在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当

該特定産業分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、国土

交通大臣は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求め

る。 

４ その他特定技能制度に係る制度の運用に関する重要事項 

（１）特定技能外国人のキャリア形成等に関する事項 

国土交通省は、関係業界等と協働して、特定技能１号及び特定技能２号に係る講

習受講・資格取得等を内容とする航空分野における「育成・キャリア形成プログラ

ム（以下「育成プログラム」という。）」を策定する。 

航空分野における育成プログラムは、次の事項を基本とし、特定技能外国人が、

自身のキャリアを俯瞰し、技能等の向上・育成を予見できるものとするとともに、

関係業界、特定技能所属機関等において、受け入れる外国人への計画的かつ的確な

育成・評価等を行うための指針とする。 

① 講習受講・資格取得 

② 日本語能力 

③ マネジメント経験 

④ その他（フォローアップや意欲向上策等） 

（２）治安への影響を踏まえて講じる措置 
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国土交通省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制

度関係機関と適切に共有する。 

また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、国土交通省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

分野別運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 

ア 治安上の問題に対する措置 

  国土交通省は、航空分野における特定技能外国人が関わる犯罪、行方不明、悪

質な送出機関の介在その他の治安上の問題を把握した場合には、事業者、業界団

体等に対して助言・指導を行うなど、必要な措置を講じる。 

イ 治安上の問題を把握するための取組及び把握した情報等を制度関係機関等と

共有するための取組等 

  国土交通省は、上記アの治安上の問題について、所掌事務を通じ、事業者、業

界団体等から把握するなど、必要な措置を講じる。また、上記アの治安上の問題

について、制度関係機関等との間で適切に共有するため、情報共有の手続を定め

るなど、必要な措置を講じる。 

（３）大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することとならないように

するために必要な措置 

   地方公共団体における一元的な相談窓口の設置、ハローワークによる地域の就

職支援等を着実に進める等の業種横断的な措置・方策に加え、国土交通省は、地方

における人手不足の状況について、地域別の有効求人倍率等による定期的な把握

を行うとともに、特定技能の協議会等と連携し、本制度の趣旨や優良事例の情報を

全国的に周知することを含め、必要な措置を講じることによって、地方部の中小事

業者も含めた各特定技能所属機関に採用活動や生活支援の充実を促し、各地域の

事業者が必要な特定技能外国人を受け入れられるよう図っていく。 

そのほか、国土交通省は、制度を所管する行政機関や地方公共団体、事業者、業

界団体等と適切に連携するなどして、特定技能外国人が居住する地域における外

国人との共生のための施策の推進を支援する。 

（４）公租公課に関する必要な措置 

特定技能外国人及び特定技能所属機関は、納付すべき公租公課を適切に支払う

責務があり、また、国土交通省は、これらの者が納付すべき公租公課の未納を防ぐ

ため、制度を所管する行政機関と連携の上、必要な措置を講じる。 

 

第二 特定技能制度において求められる人材等に関する事項 

１ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

（１）１号特定技能外国人 

航空分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、次のア及びイ

に定める試験に合格した者とする。 

   ア 技能水準 

   別表１のａ．技能水準の欄に掲げるもの 
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イ 日本語能力水準 

     「日本語教育の参照枠」のＡ２．２相当以上の水準と認められるもの 

（２）２号特定技能外国人 

 航空分野において特定技能２号の在留資格で受け入れる外国人は、次のア（ア）

及びイに定める試験に合格又は資格を取得した者であり、かつ、ア（イ）に定める

実務経験の要件も満たす者とする。 

  ア 技能水準 

（ア）技能水準 

     別表２のａ．技能水準の欄に掲げるもの 

（イ）実務経験 

① 空港グランドハンドリング業務においては、現場において技能者を指導

しながら作業に従事した実務経験を要件とする。 

② 航空機整備業務においては、現場において専門的な知識・技量を要する作

業を実施した実務経験を要件とする。 

  イ 日本語能力水準 

    「日本語教育の参照枠」のＢ１相当以上の水準と認められるもの 

２ その他特定技能制度の運用に関する重要事項 

（１）業務区分及び特定技能外国人が従事する業務 

航空分野において設定する業務区分及び当該業務区分において従事する業務は、

それぞれ次のア及びイに定めるとおりとする。 

なお、いずれの場合も、これらの業務に従事する日本人が通常従事することとな

る関連業務（例：事務作業、作業場所の整理整頓や清掃、積雪時における作業場所

の除雪等）に付随的に従事することは差し支えない。    

ア １号特定技能外国人 

上記１（１）アの技能水準に対応し、それぞれ別表１のｂ．業務区分（従事す

る業務）の欄に定めるとおりとする。 

   イ ２号特定技能外国人 

上記１（２）ア（ア）の技能水準に対応し、それぞれ別表２のｂ．業務区分（従

事する業務）の欄に定めるとおりとする。 

（２）特定技能外国人の雇用形態 

ア 雇用形態 

航空分野の事業者を特定技能所属機関とする直接雇用形態（同時に航空分野

の２事業者を特定技能所属機関とする在籍型出向形態を含む。）とする。 

   イ 在籍型出向の形態により受け入れる必要性 

航空分野においては、従前から相互に密接に関連する企業間において技能を

要する業務（航空分野において受け入れる特定技能外国人に必要とされる技能

を要する業務を含む。）を委託等するに当たり、在籍型出向形態により当該技能

に係る教育・研修を行っている実態があり、特定技能制度においても特定産業分

野に属する技能の一層の向上を目的として、安定的な業務委託等の関係のある

機関間において、一定期間在籍型出向形態により航空分野の同一の業務区分に
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属する業務に従事させるために特定技能外国人を受け入れることが必要不可欠

である。 

ウ 在籍型出向を活用して受け入れる場合における懸念を払拭するために講じる

措置 

航空分野において特定技能外国人の在籍型出向形態を認めるに当たり、特定

技能外国人の雇用の安定や１号特定技能外国人への支援を確実に担保するため、

国土交通省において、在籍型出向を行う出向元・出向先の特定技能所属機関を把

握し、当該機関同士が適切に在籍型出向を行うことができることを確認した上

で、出向期間中における所定内賃金等の待遇が出向元におけるものに比べ維持

又は向上されることや在籍型出向に係る期間（１号特定技能外国人については

１年につき通算４月を超えない期間とする。）における１号特定技能外国人支援

を行う主体等を事前に確認する。 

（３）特定産業分野に特有の事情に鑑みて講じる措置等 

特定技能所属機関に対して特に課す条件 

① 空港管理者により空港管理規則（昭和 27 年運輸省令第 44 号）に基づく当該空

港における営業の承認等を受けた事業者若しくは航空運送事業者又は航空法（昭

和 27 年法律第 231 号）に基づき国土交通大臣の認定を受けた航空機整備等に係

る事業場を有する事業者若しくは当該事業者から業務の委託を受ける事業者で

あること。 

② 特定技能所属機関は、国土交通省が設置する特定技能の協議会の構成員にな

ること。 

③ 特定技能所属機関は、特定技能の協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

④ 特定技能所属機関は、国土交通省又はその委託を受けた者が行う調査又は指

導に対し、必要な協力を行うこと。 

⑤ 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の実施を

委託するに当たっては、上記②、③及び④の条件を満たす登録支援機関に委託す

ること。 

⑥ 特定技能所属機関は、特定技能外国人からの求めに応じ、実務経験を証明する

書面を交付すること。 
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別表１ （第二１及び２関係） 

項番 ａ．技能水準 ｂ．業務区分（従事する業務） 

１ 

 

 

航空分野特定技能１号評価試験（空港グラ

ンドハンドリング） 

空港グランドハンドリング（社内資

格等を有する指導者やチームリーダ

ーの指導・監督の下で行う、航空機地

上走行支援業務、手荷物・貨物取扱業

務、手荷物・貨物の航空機搭降載業

務、航空機内外の清掃整備業務、旅客

ハンドリング業務、機内食等の運搬・

搭降載業務、航空燃料取扱業務） 

２ 航空分野特定技能１号評価試験（航空機整

備） 

航空機整備（運航整備、機体整備、装

備品・原動機整備等において行う航

空機の機体及び装備品又は部品等の

整備業務） 

 

別表２ （第二１及び２関係） 

項番 ａ．技能水準 ｂ．業務区分（従事する業務） 

１ 

 

 

航空分野特定技能２号評価試験（空港グラ

ンドハンドリング） 

 

空港グランドハンドリング（社内資格

等を有する指導者やチームリーダー

として行う、航空機地上走行支援業

務、手荷物・貨物取扱業務、手荷物・

貨物の航空機搭降載業務、航空機内外

の清掃整備業務、旅客ハンドリング業

務、機内食等の運搬・搭降載業務、航

空燃料取扱業務（これら工程を管理す

る業務）） 

２ 航空分野特定技能２号評価試験（航空機整

備） 

航空従事者技能証明のうち以下のもの 

一等航空整備士（飛行機） 

一等航空整備士（回転翼航空機） 

二等航空整備士（飛行機） 

二等航空整備士（回転翼航空機） 

一等航空運航整備士（飛行機） 

一等航空運航整備士（回転翼航空機） 

二等航空運航整備士（飛行機） 

二等航空運航整備士（回転翼航空機） 

航空工場整備士（機体構造関係） 

航空工場整備士（ピストン発動機関係） 

航空機整備（自らの判断により行う、

運航整備、機体整備、装備品・原動機

整備等において行う航空機の機体及

び装備品又は部品等の整備の専門的・

技術的な業務） 
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航空工場整備士（タービン発動機関係） 

航空工場整備士（プロペラ関係） 

航空工場整備士（計器関係） 

航空工場整備士（電子装備品関係） 

航空工場整備士（電気装備品関係） 

航空工場整備士（無線通信機器関係） 

 



 

航空分野特定技能協議会規約（案） 
 
（名称）  
第１条 本協議会の名称は、航空分野特定技能協議会（以下「協議会」という。）とする。 
 
（目的） 
第２条 協議会は、特定技能外国人の適正な受入れ及び保護を行うため、また、各地域の特定技

能所属機関が必要な特定技能外国人を受け入れるため、構成員が相互に連絡を図ること及び必

要な措置を講ずることを目的とする。 
 
（活動内容） 
第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

一 特定技能外国人の受入れに係る制度の趣旨や優良事例の周知 
二 受入れに係る人権上の問題等への対応策の検討 
三 特定技能所属機関及び登録支援機関（以下「特定技能所属機関等」という）に対する法令

遵守の啓発 
四 特定技能所属機関の倒産時等における特定技能外国人に対する転職支援（特定技能所属機

関等が支援義務を果たせない場合における情報提供等の必要な検討） 
五 就業構造の変化や経済情勢の変化に関する情報の把握・分析 
六 地域別の人手不足の状況の把握・分析 
七 上記六を踏まえた大都市圏等への集中回避に係る対応策の検討・調整（看過しがたい偏在

が生じた場合の協議会による大都市圏等での受入れの自粛要請や、特定技能所属機関による

他の機関に雇用されている特定技能外国人の引抜きの自粛要請等を含む 。） 
八 航空分野における生産性の向上や国内人材確保のための取組の調査・啓発 
九 特定技能所属機関等が構成員であることの証明 
十 特定技能外国人に係る「育成・キャリア形成プログラム」の策定・更新 
十一 特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた行動規範（以下「行動規範」と

いう）の策定・更新  
十二 特定技能外国人及び特定技能所属機関に対する、公租公課の納入に係る啓発 
十三 その他、前条の目的を達成するために必要な情報・課題の共有、協議等 

 
（構成員） 
第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 
一 有識者 
二 特定技能所属機関（特定技能外国人の雇用を予定している者を含む。） 
三 登録支援機関 
四 航空事業者団体 
五 警察庁 

1
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長方形



 

六 出入国在留管理庁 
七 外務省 
八 厚生労働省 
九 国土交通省 

２．構成員は、前条に規定する協議会の活動に対し、必要な協力を行う。 
 
（協議会の招集） 
第５条 協議会の招集は、事務局が行う。 
２ 協議会は、事務局の判断により、書面その他の簡易な方法により開催することができる。 
３ 原則として年に 1 回以上、簡易な方法によらず開催することとする。 
４ 協議会は、事務局が必要があると認めるときは、構成員以外の者の出席を求め、説明又は意

見を聴取できる。 
５ 協議会は、第３条第七号に規定する自粛要請その他事務局が特に必要と認める事項に関して、

事務局により発議された決議案を、構成員による有効投票数の半数以上の賛成を得て決議する

ことができる。 
 
（事務局） 
第６条 協議会の事務は、国土交通省航空局航空ネットワーク部航空ネットワーク企画課及び安

全部安全政策課乗員政策室が行う。 
 
（入会、退会等） 
第７条 協議会の構成員となろうとする特定技能所属機関等は、事務局の定める様式により、届

出を行うものとする。 
２ 事務局は、前項の届出を受理した場合、特定技能所属機関等に対して、その旨をメール等に

て回答するものとする。 
３ すでに構成員となっている特定技能所属機関等は、第１項の届出内容に変更が生じた場合に

は、事務局の定める様式により、届出を行うものとする。 
４ 事務局は、すでに構成員となっている特定技能所属機関等の求めがあった場合には、当該特

定技能所属機関等が協議会の構成員であることを証明する書面を発行することができる。 
５ 特定技能外国人の受入れを終了した等の理由により航空分野における特定技能所属機関等

でなくなった協議会の構成員は、事務局が定める様式により、届出を行うものとする。 
６  構成員が航空分野における特定技能所属機関等でなくなったにも関わらず前項の届出を行

わない場合、構成員と連絡がとれない場合又は構成員が関係法令・関係規程・行動規範等に定

められた内容を遵守しない等、航空分野への特定技能外国人の受入れに関して、適正な受入れ

がなされていないと認められる場合には、協議会はその決議により、当該構成員を退会させる

ことができる。  
７  前項により、協議会を退会させられた特定技能所属機関等の再入会については原則として、

認めない。 
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附 則 

この規約は、平成３１年４月１日より施行する。 
 附 則（令和○年○月○日） 
この規約は、令和○年○月○日より施行する。 
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第１号様式 

 

航空分野特定技能協議会加入届出書 兼 構成員資格証明書（特定技能所属機関） 

 

航空分野特定技能協議会 事務局 殿 

令和  年  月  日 

 

 航空分野特定技能協議会に入会したいので、以下のとおり届出いたします。 

 

１．届出事項 

特定技能所属機関 

（受入企業）名称 
 

所在地 
〒 

 

代表者（役職・氏名）   

特定技能外国人が 

従事する業務 
 

特定技能外国人の 

就労場所 
 

支援計画の全部の実施を委託 

する場合、登録支援機関名称 
 

支援を実施する特定技能外国 

人を特定技能所属機関が受け

入れた日（見込み） 
 令和  年  月  日 

特定技能外国人の 

国籍･地域及び人数 

（国籍・地域）          （人数）   人 

                        人 

                        人 

担当者氏名  電話番号  

担当者電子メール  

【添付書類】 

空港グランドハンドリングについては、特定技能外国人が就労する空港の管理者等から

受けた営業承認書類（国家戦略特別区域航空物流外国人材活用事業を行う特定技能所属機

関にあっては、成田国際空港に関する国家戦略特別区域航空物流外国人材活用協議会構成

員加入通知書）等の写し。航空機整備については、航空機整備等に係る能力について国土

交通大臣による認定を受けた者であることを証明する書類の写し。 
（業務委託等を受ける者である場合は、委託元に係る上記の書類及び委託契約書の写し） 

 

２．遵守事項 

  協議会への加入にあたり、以下の事項を遵守することを誓約いたします。 

  ・ 出入国管理及び難民認定法その他法令を遵守します。 

  ・ 航空分野特定技能協議会規約及び特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に

向けた行動規範、その他協議会による決議事項を遵守します。 

  ・ 特定技能外国人の看過しがたい偏在が生じた場合の協議会による大都市圏等での受

入れの自粛要請が決議されたときは、これを尊重します。 

  ・ 他の特定技能所属機関に雇用されている特定技能外国人の引き抜きは行いません。 

  ・ 航空分野特定技能協議会に対し、必要な協力を行います。 

  ※ 遵守すべき事項を怠った場合は、協議会から退会となる可能性があり、特定技能外

国人の受入れができなくなります。 
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（協議会事務局使用欄） 

 上記届出を受理し、航空分野特定技能協議会の構成員となることを認めます。 

 
受付日・受付番号 
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第３号様式 

 

 

航空分野特定技能協議会構成員資格証明書発行申請書 兼 資格証明書（特定技能所属機関） 

 

 

航空分野特定技能協議会 事務局 殿 

令和  年  月  日 

 

 航空分野特定技能協議会の構成員である旨の証明を受けたいので、以下のとおり申請いた

します。 

 

申請事項 

特定技能所属機関 

（受入企業）名称 
 

協議会構成員番号  

所在地 
〒 

 

代表者（役職・氏名）                           

特定技能外国人が 

従事する業務 
アイテムを選択してください。 

特定技能外国人の 

就労場所 
 

担当者氏名  電話番号  

担当者電子メール  

 

 

（協議会事務局使用欄） 

 航空分野特定技能協議会の構成員であることを証明します。 

 

 

 

受付日・受付番号 
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第７号様式 

 

 

航空分野特定技能協議会退会届出書（特定技能所属機関） 

 

 

航空分野特定技能協議会 事務局 殿 

令和  年  月  日 

 

 航空分野特定技能協議会を退会したいので、以下のとおり届出いたします。 

 

届出事項 

特定技能所属機関 

（受入企業）名称 
 

協議会構成員番号  

所在地 
〒 

 

代表者（役職・氏名）                           

担当者氏名  電話番号  

担当者電子メール  

退会の事由 

該当する項目の□を■にしてください。 

☐ 航空分野に係る特定技能外国人を雇用しなくなったため 

☐  その他（                  ） 

 

 

7



第５号様式 

 

 

航空分野特定技能協議会構成員 変更届出書（特定技能所属機関） 

 

 

航空分野特定技能協議会 事務局 殿 

令和  年  月  日 

 

 航空分野特定技能協議会の構成員としての情報を変更したいので、以下のとおり届

出いたします。 

 

届出事項（変更後） 

☐ 
特定技能所属機関 

（受入企業）名称 
 

☐ 所在地 
〒 

 

☐ 代表者（役職・氏名）                         

☐ 
特定技能外国人が 

従事する業務 
 

☐ 
特定技能外国人の 

就労場所 
 

☐ 
支援計画の全部の実施を委託 

する場合、登録支援機関名称 
 

☐ 
特定技能外国人の 

国籍･地域及び人数 

（国籍・地域）          （人数）   人 

                        人 

                        人 

☐ 担当者氏名  電話番号  

☐ 担当者電子メール  

↑ 今回変更しようとする事項について、□を■にしてください。 
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第２号様式 

 

 

航空分野特定技能協議会加入届出書 兼 構成員資格証明書（登録支援機関） 

 

航空分野特定技能協議会 事務局 殿 

令和  年  月  日 

 

 航空分野特定技能協議会に入会したいので、以下のとおり届出いたします。 

 

１．届出事項 

登録支援機関名称 

及び登録番号 

 

                  
 

   －       

所在地 
〒 

 

代表者（役職・氏名）                           

支援計画の全部の実施の委託元 

となる特定技能所属機関名称 
 

支援を実施する特定技能 

外国人を特定技能所属機 

関が受入れた日（見込み） 
 令和  年  月  日 

担当者氏名  電話番号  

担当者電子メール  

 ※委託元となる特定技能所属機関から航空分野特定技能協議会加入届出書により確認を終

えた日以後、本届出を受理いたします。 

 

２．遵守事項 

  協議会への加入にあたり、以下の事項を遵守することを誓約いたします。 

   

  ・ 出入国管理及び難民認定法その他法令を遵守します。 

  ・ 航空分野特定技能協議会規約及び特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に

向けた行動規範、その他協議会による決議事項を遵守します。 

  ・ 特定技能外国人の看過しがたい偏在が生じた場合の協議会による大都市圏等での受

入れの自粛要請が決議されたときは、これを尊重します。 

  ・ 他の特定技能所属機関に雇用されている特定技能外国人の引き抜きの幇助は行いま

せん。 

  ・ 航空分野特定技能協議会に対し、必要な協力を行います。 

※ 遵守すべき事項を怠った場合は、協議会から退会となる可能性があり、特定技能外国

人の受入れができなくなります。 

 

 

（協議会事務局使用欄） 

 上記届出を受理し、航空分野特定技能協議会の構成員となることを認めます。 

 

 

 受付日・受付番号 
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第４号様式 

 

 

航空分野特定技能協議会構成員資格証明書発行申請書兼 資格証明書（登録支援機関） 

 

 

航空分野特定技能協議会 事務局 殿 

令和  年  月  日 

 

 航空分野特定技能協議会の構成員である旨の証明を受けたいので、以下のとおり申請いた

します。 

 

申請事項 

登録支援機関名称 

及び登録番号 

 

                  
 

   －       

協議会構成員番号  

所在地 
〒 

 

代表者（役職・氏名）                           

担当者氏名  電話番号  

担当者電子メール  

 

 

（協議会事務局使用欄） 

 航空分野特定技能協議会の構成員であることを証明します。 

 

 

 

受付日・受付番号 
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第８号様式 

 

 

航空分野特定技能協議会退会届出書（登録支援機関） 

 

 

航空分野特定技能協議会 事務局 殿 

令和  年  月  日 

 

航空分野特定技能協議会を退会したいので、以下のとおり届出いたします。 

 

届出事項 

登録支援機関名称 

及び登録番号 

 

                  
    －       

協議会構成員番号  

所在地 
〒 

 

代表者（役職・氏名）                          

担当者氏名  電話番号  

担当者電子メール  

退会の事由 

該当する項目の□を■にしてください。 

☐ 航空分野に係る特定技能外国人の支援を行わなくなった 

ため 

☐ その他（                  ） 
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第６号様式 

 

 

航空分野特定技能協議会構成員 変更届出書（登録支援機関） 

 

 

航空分野特定技能協議会 事務局 殿 

令和  年  月  日 

 

 航空分野特定技能協議会の構成員としての情報を変更したいので、以下のとおり届

出いたします。 

 

届出事項（変更後） 

☐ 
登録支援機関名称 

及び登録番号 

 

                  
    －       

☐ 所在地 
〒 

 

☐ 代表者（役職・氏名）                         

☐ 
支援計画の全部の実施の委託元 

となる特定技能所属機関名称 
 

☐ 担当者氏名  電話番号  

☐ 担当者電子メール  

↑ 今回変更しようとする事項について、□を■にしてください。 
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航空分野特定技能協議会規約 新旧対照表 
 

（下線の部分は改正箇所） 
改正案 現行 

第１条・第２条 （略） 
 
（活動内容） 
第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行

う。 
一～二 （略） 
三 特定技能所属機関及び登録支援機関（以下「特定技能所属

機関等」という）に対する法令遵守の啓発 
四～六 （略） 
七 上記六を踏まえた大都市圏等への集中回避に係る対応策

の検討・調整（看過しがたい偏在が生じた場合の協議会によ

る大都市圏等での受入れの自粛要請や、特定技能所属機関

による他の機関に雇用されている特定技能外国人の引抜き

の自粛要請等を含む 。） 
八 （略） 
九 特定技能所属機関等が構成員であることの証明 
 
十 特定技能外国人に係る「育成・キャリア形成プログラム」

の策定・更新 
十一 特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向け

第１条・第２条 （略） 
 
（活動内容） 
第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行

う。 
一～二 （略） 
三 特定技能所属機関等に対する法令順守の啓発 
 
四～六 （略） 
七 上記六を踏まえた大都市圏等への集中回避に係る対応策

の検討・調整（看過しがたい偏在が生じた場合の協議会によ

る大都市圏での受入れの自粛要請や、特定技能所属機関に

よる他の機関に雇用されている特定技能外国人の引抜きの

自粛要請等を含む 。） 
八 （略） 
九 特定技能所属機関及び登録支援機関が構成員であること

の証明 
（新設） 
 
（新設） 

資料3-2
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た行動規範（以下「行動規範」という）の策定・更新  
十二 特定技能外国人及び特定技能所属機関に対する、公租

公課の納入に係る啓発 
十三 その他、前条の目的を達成するために必要な情報・課 

題の共有、協議等 
 
（構成員） 
第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 
一 （略） 
二 特定技能所属機関（特定技能外国人の雇用を予定してい

る者を含む。） 
三～五 （略） 
六 出入国在留管理庁 
七～九 （略） 

２．（略） 
 
（協議会の招集） 
第５条 協議会の招集は、事務局が行う。 
（削除） 
２ 協議会は、事務局の判断により、書面その他の簡易な方法

により開催することができる。 
３ 原則として年に 1 回以上、簡易な方法によらず開催するこ

ととする。 
４～５（略） 

 
（新設） 
 
十 その他、前条の目的を達成するために必要な情報・課題の

共有、協議等 
 
（構成員） 
第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。 
一 （略） 
二 特定技能所属機関 
 
三～五 （略） 
六 法務省 
七～九 （略） 

２．（略） 
 
（協議会の招集） 
第５条 協議会の招集は、事務局が行う。 
２ 協議会は、原則として３月に１回以上開催する。 
３ 協議会は、事務局の判断により、書面その他の簡易な方法

により開催することができる。ただし、年に 1 回以上、簡易

な方法によらず開催することとする。 
 
４～５（略） 
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（事務局） 
第６条 協議会の事務は、国土交通省航空局航空ネットワーク

部航空ネットワーク企画課及び安全部安全政策課乗員政策室

が行う。 
 
（入会、退会等） 
第７条 協議会の構成員となろうとする特定技能所属機関等

は、事務局の定める様式により、届出を行うものとする。 
 
２ 事務局は、前項の届出を受理した場合、特定技能所属機関

等に対して、その旨をメール等にて回答するものとする。 
３ すでに構成員となっている特定技能所属機関等は、第１項

の届出内容に変更が生じた場合には、事務局の定める様式に

より、届出を行うものとする。 
４ 事務局は、すでに構成員となっている特定技能所属機関等

の求めがあった場合には、当該特定技能所属機関等が協議会

の構成員であることを証明する書面を発行することができ

る。 
５ 特定技能外国人の受入れを終了した等の理由により航空分

野における特定技能所属機関等でなくなった協議会の構成員

は、事務局が定める様式により、届出を行うものとする。 
６  構成員が航空分野における特定技能所属機関等でなくなっ

たにも関わらず前項の届出を行わない場合、構成員と連絡が

 
（事務局） 
第６条 協議会の事務は、国土交通省航空局航空ネットワーク

部航空ネットワーク企画課及び安全部運航安全課乗員政策室

が行う。 
 
（入会、退会等） 
第７条 協議会の構成員となろうとする特定技能所属機関また

は登録支援機関（以下「特定技能所属機関等」という。）は、

事務局の定める様式により、届出を行うものとする。 
２ 事務局は、前項の届出を受理した場合、特定技能所属機関

等に対して、その旨を書面にて回答するものとする。 
（新設） 
 
 
３ 事務局は、すでに構成員となっている特定技能所属機関等

の求めがあった場合には、当該特定技能所属機関等が協議会

の構成員であることを証明する書面を発行することができ

る。 
４ 特定技能外国人の受入れを終了した等の理由により協議会

の構成員でなくなった特定技能所属機関等は、事務局が定め

る様式により、届出を行うものとする。 
（新設） 
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とれない場合又は構成員が関係法令・関係規程・行動規範等に

定められた内容を遵守しない等、航空分野への特定技能外国

人の受入れに関して、適正な受入れがなされていないと認め

られる場合には、協議会はその決議により、当該構成員を退会

させることができる。  
７  前項により、協議会を退会させられた特定技能所属機関等

の再入会については原則として、認めない。 
 
（削除） 
 
 
 
附 則 

この規約は、平成３１年４月１日より施行する。 
 附 則（令和○年○月○日） 
この規約は、令和○年○月○日より施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
（雑則） 
第８条 本規約に定めるもののほか、協議会の運営に関して必

要な事項は別に定める。 
 
附 則 

この規約は、平成３１年４月１日より施行する。 
（新設） 
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第１号様式（第７条関係） 

 
 
 
 

第１号様式（第７条関係） 
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第２号様式（第７条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３号様式～第８号様式 （略） 

第２号様式（第７条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３号様式～第８号様式 （略） 

 



分野別協議会に係る今後の取組の方向性について

第９回

第９回特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議
（令和７年10月30日開催）資料
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育成就労制度の運用開始に向けて、制度所管省庁と分野所管省庁が連携して分野別協議
会に係る下記の取組を推進する。

分野別協議会に係る今後の取組の方向性について

① 外国人の適切かつ円滑な受入れのため、各分野別協議会において法令遵守を含む遵守
事項（行動規範等）を策定し、各構成員に遵守を求める。
また、協議会において自主的なチェック（例えば、定期的な実地調査等）を実施し、

遵守事項に従わない構成員を除名・退会させることが可能な実効性のある仕組みを構築
することについて検討する。

② 現行の特定技能制度における分野別協議会において、受入れ機関に対する法令遵守の
啓発を行うとともに、受入れ機関等からの相談に応じる窓口を設ける。

③ 相談等を端緒に法令違反の疑いのある受入れ機関等を把握した場合には関係機関に情
報提供を行う仕組みを確立する（ネットワークの整備等）。

④ 制度所管省庁は、分野所管省庁と協力しつつ、定期的に取組状況を把握し、事例（優
良事例、不適切事例等）等を各分野別協議会に横展開するなど、分野別協議会の活性化
に向けて積極的に支援する。

tuda-k97qs
四角形



第６回航空分野特定技能協議会 決議 
令和８年●●月●●日 

 
特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた行動規範（案） 

 
本協議会は、本行動規範の遵守を特定技能所属機関、登録支援機関及び事業者団体等

（以下、「特定技能所属機関等」という）に強く求めるとともに、これに違反する特定技
能所属機関等に対しては、本協議会からの退会を含め厳正に対処し、もって本分野におけ
る円滑かつ適正な外国人の受入れを実現する。 
 
１． 航空分野における特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れを実現するため、当該分

野の特定技能所属機関等は、ここで定める行動規範を遵守する。 
 
２．特定技能所属機関等は、特定技能外国人の受入れに当たり、出入国管理関係法令、労

働関係法令、社会保険関連法令等を遵守するとともに、特定技能外国人の人権を尊重
し、適正な雇用環境の確保を推進する。 

 
３．事業者団体及び特定技能所属機関は、特定技能制度の意義を理解し、特定技能外国人

受入れの前提として、生産性向上のための取組や国内人材の確保のための取組（処遇改
善や安全衛生対策を含む。）を推進する。 

 
４．特定技能所属機関等は、特定技能外国人との相互理解を深め、それぞれの文化や慣習

を尊重し、空港グランドハンドリング業及び航空機整備業の健全な発展や、地域におけ
る共生社会の実現に貢献する。 

 
５．特定技能所属機関等は、悪質な仲介事業者（ブローカー）及び反社会的勢力との関係

遮断を徹底する。 
 
６．特定技能所属機関は、特定技能制度への理解を深め、特定技能外国人が法令や社会生

活上のルール等を遵守して本邦に在留できるよう指導、相談対応及び助言を行う。この
際、「やさしい日本語」を用いるなど、特定技能外国人と適切なコミュニケーションを
図るように努める。 

 
７．特定技能所属機関は、自ら納付すべき公租公課を適切に支払うとともに、特定技能外

国人が納付すべき公租公課を適切に支払うよう指導する。 
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８．特定技能所属機関は、特定技能外国人が外国人であることを理由として差別的な取扱
いを受けない就労環境を確保する。 

 
９．特定技能所属機関は、暴力、暴言、いじめ及びハラスメントがない就労環境を確保す

る。 
 
10．特定技能所属機関は、特定技能外国人に対し、雇用期間や技能の習熟等に応じて昇給

を行うこと等により、技能と経験に見合った適切な処遇を確保する。 
 
11．特定技能所属機関は、労働安全衛生の重要性を理解し、文化及び言語が異なる特定技

能外国人の背景事情を踏まえた適切な労働安全衛生教育及び労働安全衛生管理を行うこ
とにより、労働災害の防止に努める。 

 
12．特定技能所属機関は、国土交通省が関係業界等と協働して策定する育成・キャリア形

成プログラムを参照し、技能修得や資格取得を促すなど、特定技能外国人が適切にキャ
リアアップできるように努める。 

 
13. 特定技能所属機関は、大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするため、本協議会が行う対応策の検討・調整（看過しがたい偏在が生
じた場合の本協議会による、大都市圏等での受入れの自粛要請や特定技能所属機関によ
る他の機関に雇用されている特定技能外国人の引抜きの自粛要請等を含む。）に協力す
る。 

 
14．特定技能所属機関等は、本協議会の構成員資格に係る基準に適合しないこととなった

ときは、その旨を本協議会に報告する。 
 
15．特定技能所属機関等は、ここで定める行動規範に違反する事案を把握したときは、必

要な措置を講じるとともに、当該事案について本協議会に報告する。 
 



分野別運用方針のポイント（育成・キャリア形成プログラム） ※再掲

第一特定技能制度に関する基本的な事項等
４ その他特定技能制度に係る制度の運用に関する重要事項
（１）特定技能外国人のキャリア形成等に関する事項

国土交通省は、関係業界等と協働して、特定技能１号及び特定技能２号に係る講習受講・資格取得等を内容と
する航空分野における「育成・キャリア形成プログラム（以下「育成プログラム」という。）」を策定する。

航空分野における育成プログラムは、次の事項を基本とし、特定技能外国人が、自身のキャリアを俯瞰し、技
能等の向上・育成を予見できるものとするとともに、関係業界、特定技能所属機関等において、受け入れる外国
人への計画的かつ的確な育成・評価等を行うための指針とする。
① 講習受講・資格取得
② 日本語能力
③ マネジメント経験
④ その他（フォローアップや意欲向上策等）

航空分野の育成・キャリア形成
プログラム案
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【航空分野】育成・キャリア形成プログラム（案）

講習受講・
資格取得

日本語
能力水準

その他
（フォローアップ
や意欲向上策等）

特
定
技
能

１
号
移
行

・
来
日

特
定
技
能

２
号
移
行

特定技能１号 (１～５年目)特定技能１号 (１～５年目)

１年目

特定技能２号 (６年目～)特定技能２号 (６年目～)

２年目

マネジメント
経験

凡例 技能の修得・向上に資するもの フォローアップや意欲向上策

在留資格の移行に係る要件

その他必要に応じて適宜受講・取得するもの

黄色

赤色

青色

業務上必要な資格の取得（普通自動車運転免許・空港構内運転資格・GSE操作資格・航空機操作資格
・作業（社内）資格等・航空整備士技能証明等）

業務上必要な一般教育・業務教育（航空危険物教育・航空保安教育等）

B１相当以上

３年目 ４年目 ５年目 ６年目～

・留学から特定技能１号への移行
・海外試験に合格し、特定技能１号で入国 等

キャリア
ステップ
の概要

技能修得状況や学習の理解度等に係る定期的なフォローアップ

特定技能２号評価試験

定期面談等の機会にキャリアアップに係る相談対応

《１号特定技能外国人支援計画》

その他育成ツール・支援ツール

緑色

１

A２．２相当以上

特定技能１号評価試験

監督者・作業リーダー資格

職制登用日本のルール・マナー・コンプライアンスに関する教育とフォローアップ

安全・衛生教育

技能者に対する業務中の
サポート及び指導経験

技能者の指導育成経験
・作業リーダーの経験

間接業務の経験（Dailyコントローラー
・作業コントローラー・安全品質管理等）
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在留資格
目指すレベル
（求められる
役割・作業）

必要な技能・知識・資格とそのための研修・講習

専門技能 日本語能力
水準

マネジメント
経験

その他経験等

特定技能１号

指導者やチームリー
ダーの指導・監督の
下、一定程度の業務
を遂行する。特定技
能２号への移行を目
指す。

・制限区域内車両運
転資格
・航空機操作資格
・GSE操作資格
・危険物取扱者乙４
・各種作業資格

就労開始に必須：
日本語教育の参照
枠A2.2相当以上

就労中の取組：日
本語教育の参照枠
B1相当以上

後輩技能者に対する業
務中のサポート及び指
導経験

普通自動車運転免許
の取得

特定技能２号

指導者やチームリー
ダーとして、業務を統
括しつつ、熟練した技
能で業務を遂行する。

・制限区域内車両運
転資格
・航空機操作資格
・GSE操作資格
・危険物取扱者乙４
・各種作業資格
・監督者/作業リー
ダー資格（社内資格）

就労開始に必須：
日本語教育の参照
枠B1相当以上

・技能者の指導育成経
験
・Dailyコントローラー及
び安全品質管理等
現場ラインに包含され
る間接業務の経験

育成・キャリア形成のイメージ（空港グランドハンドリング区分）

２



育成・キャリア形成のイメージ（航空機整備業務区分）

在留資格
目指すレベル
（求められる
役割・作業）

必要な技能・知識・資格とそのための研修・講習

専門技能 日本語能力
水準

マネジメント
経験

その他経験等

特定技能１号

国家資格整備士等の
指導・監督の下、機
体や装備品等の整備
業務のうち基礎的な
作業（簡単な点検や
交換作業等）を行い
特定技能2号評価試
験の移行を目指す。

・「認定作業者等（社
内資格）※初級（基礎
的な技能を要する作
業を担当）」（1年目～
2年目）

就労開始に必須：日
本語教育の参照枠
A2.2相当以上

就労中の取組：日本
語教育の参照枠B1
相当以上

－

普通自動車運転免許
の取得

特定技能２号

自らの判断により高
度に専門的・技術的
な業務を遂行し、又
は、監督者として業
務を統括しつつ、熟
練した技能で業務を
遂行する。

・「認定作業者等（社
内資格）※上級（高度
な知識、技能を要す
る作業を担当）」（3年
目以降）

・「航空整備士技能証
明（国家資格）」（8年
目）

就労開始に必須：日
本語教育の参照枠
B1相当以上

・作業リーダーの経
験
・作業コントローラー
等間接業務の経験

・確認主任者としての
業務指示（国家資格
整備士の場合）

３
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特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領 

-航空分野の基準について- 

平成 31 年３月 

法務省・国土交通省編 

 

（制定履歴） 

平成 31 年３月 20 日公表 

令和元年 11 月 29 日一部改正 

令和３年２月 19 日一部改正 

令和４年８月 30 日一部改正 

令和５年８月 31 日一部改正 

令和６年２月 15 日一部改正 

令和８年７月 17 日一部改正 

 

 ○ 出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）

第２条の４第１項において、法務大臣は基本方針にのっとり、分野所管行政

機関の長等と共同して、特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針

を定めなければならない旨規定されています。これを踏まえ、航空分野にお

いては、「航空分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方

針」（令和８年１月 23 日閣議決定。以下「分野別運用方針」という。）が定め

られました。 

○ また、法第２条の５の規定に基づく、特定技能雇用契約及び１号特定技能外

国人支援計画の基準等を定める省令（平成 31 年法務省令第５号。以下「特定

技能基準省令」という。）及び出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号

の基準を定める省令（平成２年法務省令第 16 号。以下「上陸基準省令」とい

う。）においては、各分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣と協議の

上、当該分野に特有の事情に鑑みて告示で基準を定めることが可能となって

いるところ、航空分野についても、出入国管理及び難民認定法第７条第１項

第２号の基準を定める省令及び特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支

援計画の基準等を定める省令の規定に基づき航空分野に特有の事情に鑑みて

当該分野を所管する関係行政機関の長が告示で定める基準（平成 31 年国土

交通省告示第 360 号。以下「告示」という。）において、航空分野固有の基準

が定められています。 

○ 本要領は、告示の基準等、運用上の細目及び留意事項を定めることにより、

航空分野における特定技能の在留資格に係る制度の適正な運用を図ることを

参考資料
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目的としています。 
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第１ 特定技能外国人が従事する業務 

 

【関係規定】 

法別表第１の２「特定技能」の下欄に掲げる活動 

一 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に関する契約（第２条の５第１項

から第４項までの規定に適合するものに限る。次号において同じ。）に基づいて行う

特定産業分野（人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する

人材の確保を図るべき産業上の分野として法務省令で定めるものをいう。同号にお

いて同じ。）であつて法務大臣が指定するものに属する法務省令で定める相当程度の

知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する活動 

二 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に関する契約に基づいて行う特定

産業分野であつて法務大臣が指定するものに属する法務省令で定める熟練した技能

を要する業務に従事する活動 

特定技能基準省令第１条第１項 

出入国管理及び難民認定法（以下「法」という。）第２条の５第１項の法務省令で定

める基準のうち雇用関係に関する事項に係るものは、労働基準法（昭和 22 年法律第

49 号）その他の労働に関する法令の規定に適合していることのほか、次のとおりとす

る。 

一 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄に規定する産

業上の分野等を定める省令（平成 31 年法務省令第６号）で定める分野に属する同

令で定める相当程度の知識若しくは経験を必要とする技能を要する業務又は当該分

野に属する同令で定める熟練した技能を要する業務に外国人を従事させるものであ

ること。 

二～七（略） 

分野別運用方針（抜粋） 

第二 特定技能制度において求められる人材等に関する事項 

２ その他特定技能制度の運用に関する重要事項 

（１）業務区分及び特定技能外国人が従事する業務 

航空分野において設定する業務区分及び当該業務区分において従事する業務

は、それぞれ次のア及びイに定めるとおりとする。 

なお、いずれの場合も、これらの業務に従事する日本人が通常従事することと

なる関連業務（例：事務作業、作業場所の整理整頓や清掃、積雪時における作業

場所の除雪等）に付随的に従事することは差し支えない。 

  ア １号特定技能外国人 

    上記１（１）アの技能水準に対応し、それぞれ別表１の b．業務区分（従事す

る業務）の欄に定めるとおりとする。 
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  イ ２号特定技能外国人 

    上記１（２）ア（ア）の技能水準に対応し、それぞれ別表２の b．業務区分

（従事する業務）の欄に定めるとおりとする。 

 

【業務内容】 

 ○ 航空分野において受け入れる特定技能外国人のうち、１号特定技能外国人

は相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務、２号特定技能外

国人は当該分野に属する熟練した技能を要する業務に従事することが求めら

れるところ、分野別運用方針により定められた試験等の合格により確認され

た技能を要する本要領別表に記載された業務に主として従事しなければなり

ません。また、当該業務に従事する日本人が通常従事することとなる関連業

務（例：事務作業、作業場所の整理整頓や清掃、積雪時における作業場所の

除雪）に付随的に従事することは差し支えありませんが、専ら関連業務に従

事することは認められません。 

 ○ １号特定技能外国人 

   分野別運用方針第二１（１）に定める試験及び分野別運用方針第二２（１）

アに定める業務に従い、第二１（１）アの試験合格により確認された技能を

要するものであって、空港グランドハンドリング区分においては、社内資格

等を有する指導者やチームリーダーの指導・監督の下で行う、航空機地上走

行支援業務、手荷物・貨物取扱業務、手荷物・貨物の航空機搭降載業務、航

空機内外の清掃整備業務、旅客ハンドリング業務、機内食等の運搬・搭降載

業務、航空燃料取扱業務を言い、航空機整備区分においては、整備の基本技

術を有し、国家資格整備士等の指導・監督の下、運航整備、機体整備、装備

品・原動機整備等において行う航空機の機体及び装備品又は部品等の整備業

務全般を言います。 

 ○ ２号特定技能外国人 

分野別運用方針第二１（２）に定める試験及び分野別運用方針第二２（１）

イに定める業務に従い、第二１（２）アのいずれかの試験合格及び実務経験

により確認された技能を要するものであって、空港グランドハンドリング区

分においては、社内資格等を有する指導者やチームリーダーとして行う、航

空機地上走行支援業務、手荷物・貨物取扱業務、手荷物・貨物の航空機搭降

載業務、航空機内外の清掃整備業務、旅客ハンドリング業務、機内食等の運

搬・搭降載業務、航空燃料取扱業務に従事し、工程を管理する業務を言い、

航空機整備区分においては、現場において、専門的な知識・技量を要する運

航整備、機体整備、装備品・原動機整備等において行う航空機の機体及び装

備品又は部品等の整備業務全般に従事し、自らの判断により行う専門的・技



運用要領別冊 

6 

 

術的な航空機整備業務を言います。 

○ 国家戦略特別区域航空物流外国人材活用事業として国家戦略特別区域内の

保税蔵置場又は総合保税地域において行う業務については、貨物取扱業務に

関する空港グランドハンドリングに限られます。 

  なお、国家戦略特別区域航空物流外国人材活用事業ついては、「第３ 特定

技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準」の関係規定に記載している「国

土交通省関係国家戦略特別区域法第 26 条に規定する政令等規制事業に係る

告示の特例に関する措置を定める件」を御参照ください。 

○ 航空分野の業務の遂行に際しては、航空法等の関係法令や安全管理規程、

業務規程、運航・整備規程、社内規定等の規程類を遵守することが必要です。 

 

【相談窓口】 

○ 特定技能外国人が従事する業務内容に関する詳細については国土交通省航

空局にお問合せください。問合せ先については、国土交通省航空局のホーム

ページを御覧ください。 

 （URL：http://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr19_000011.html） 

 

【確認対象の書類】 

○ 航空分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（分野参考様式第９－

１号）（特定技能所属機関） 

http://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr19_000011.html
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第２ 特定技能外国人が有すべき技能水準等 

 

【関係規定】 

上陸基準省令（特定技能１号） 

申請人に係る特定技能雇用契約が法第２条の５第１項及び第２項の規定に適合するこ

と及び特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が同条第３項及び第４項の規

定に適合すること並びに申請人に係る１号特定技能外国人支援計画が同条第６項及び第

７項の規定に適合することのほか、申請人が次のいずれにも該当していること。 

一 申請人が次のいずれにも該当していること。ただし、申請人が外国人の技能実習の

適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成 28 年法律第 89 号）第２条第２

項第２号に規定する第２号企業単独型技能実習又は同条第４項第２号に規定する第２

号団体監理型技能実習のいずれかを良好に修了している者であり、かつ、当該修了し

ている技能実習において修得した技能が、従事しようとする業務において要する技能

と関連性が認められる場合にあっては、ハ及びニに該当することを要しない。 

イ～ロ（略） 

ハ 従事しようとする業務に必要な相当程度の知識又は経験を必要とする技能を有し

ていることが試験その他の評価方法により証明されていること。 

ニ 本邦での生活に必要な日本語能力及び従事しようとする業務に必要な日本語能力

を有していることが試験その他の評価方法により証明されていること。 

ホ～ヘ （略） 

二～六（略） 

上陸基準省令（特定技能２号） 

 申請人に係る特定技能雇用契約が法第２条の５第１項及び第２項の規定に適合するこ

と及び特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が同条第３項（第２号を除

く。）及び第４項の規定に適合することのほか、申請人が次のいずれにも該当している

こと。 

一 申請人が次のいずれにも該当していること。 

 イ～ロ （略） 

 ハ 従事しようとする業務に必要な熟練した技能を有していることが試験その他の評

価方法により証明されていること。 

 ニ （略） 

二～七（略） 

分野別運用方針（抜粋） 

第二 特定技能制度において求められる人材等に関する事項 

１ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

（１） １号特定技能外国人 
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【１号特定技能外国人の技能水準及び日本語能力水準】  

○ 「航空分野特定技能 1 号評価試験（空港グランドハンドリング）」及び「航

空分野特定技能 1 号評価試験（航空機整備）」（分野別運用方針第二１（１）

アの試験区分） 

  航空分野特定技能 1 号評価試験（空港グランドハンドリング）は、社内資

格等を有する指導者やチームリーダーの指導・監督の下、空港における航空

機の誘導・けん引の補佐、貨物・手荷物の仕分けや荷崩れを起こさない貨物

の積付け等ができるレベルであることを確認するものであり、この試験の合

格者は、空港グランドハンドリング区分において、一定の専門性・技能を用

いて即戦力として稼働するために必要な知識や経験を有するものと認められ

ます。航空分野特定技能 1 号評価試験（航空機整備）は、整備の基本技術を

有し、国家資格整備士等の指導・監督の下、機体や整備品等の整備業務のう

ち基礎的な業務（簡単な点検や交換作業等）ができるレベルであることを確

認するものであり、この試験の合格者は、航空機整備区分において、一定の

専門性・技能を用いて即戦力として稼働するために必要な知識や経験を有す

航空分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、次のア及び

イに定める試験に合格した者とする。 

ア 技能水準 

  別表１のａ．技能水準の欄に掲げるもの 

イ 日本語能力水準 

「日本語教育の参照枠」のＡ2.2 相当以上の水準と認められるもの 

（２）２号特定技能外国人 

航空分野において特定技能２号の在留資格で受け入れる外国人は、次のア（ア）

及びイに定める試験に合格又は資格を取得した者であり、かつ、ア（イ）に定める

実務経験の要件も満たす者とする。 

  ア 技能水準 

（ア）技能水準 

別表２のａ．技能水準の欄に掲げるもの 

（イ） 実務経験 

  ① 空港グランドハンドリング業務においては、現場において技能者を指導しなが

ら作業に従事した実務経験を要件とする。 

  ② 航空機整備業務においては、現場において専門的な知識・技量を要する作業を

実施した実務経験を要件とする。 

イ 日本語能力水準 

「日本語教育の参照枠」のＢ１相当以上の水準と認められるもの 
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るものと認められます。 

○ 「日本語教育の参照枠」Ａ2.2 相当以上 

  ※ 以下のいずれかの試験の合格 

   ・ 国際交流基金日本語基礎テスト（ＪＦＴ－Ｂａｓｉｃ）Ａ2.2 相当以

上 

   ・ 日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ４以上 

  ※ 特定技能１号の在留資格を得るためには基本的には、必要な水準の技

能及び日本語能力を有していることの証明が求められます。もっとも、

技能実習２号を良好に修了し、当該技能実習で修得した技能と、特定技

能１号で従事しようとする業務において要する技能に関連性が認められ

る場合には、令和９年４月１日以降も当面の間、当該特定技能１号に係

る要件として必要な水準の技能及び日本語能力を有していることの証明

は要しません（対象となる技能実習２号の職種・作業については別表参

照。）。 

    また、技能実習２号を良好に修了したものの、当該技能実習で修得し

た技能と特定技能１号で従事しようとする業務において要する技能に関

連性が認められない場合には、当該特定技能１号に係る要件として必要

な水準の技能を有していることの証明は必要ですが、日本語能力につい

ては、当面の間、これらの事実をもって日本語能力を有していることが

証明されたこととします（別途証明は不要です。）。 

 

【２号特定技能外国人の技能水準及び日本語能力水準】 

 ○ 「航空分野特定技能２号評価試験（空港グランドハンドリング）」及び「航

空分野特定技能２号評価試験（航空機整備）」又は「航空従事者技能証明」（分

野別運用方針第二１（２）ア（ア）の試験区分） 

  ・ 「航空分野特定技能２号評価試験（空港グランドハンドリング）」は、上

級の技能労務者が通常有すべき技能を有する者であることを認定するもの

であり、この試験の合格者（かつ、以下の実務経験の基準を満たす者）は、

空港グランドハンドリング区分において熟練した技能を有するものと認め

られます。 

  ・ 「航空分野特定技能２号評価試験（航空機整備）」又は「航空従事者技能

証明」は、上級の技能労働者が通常有すべき技能を有する者であることを

認定するものであり、この試験及び資格の合格者（かつ、以下の実務経験

の基準を満たす者）は、航空機整備区分において熟練した技能を有するも

のと認められます。 

  ・ 空港グランドハンドリング区分においては、空港グランドハンドリング



運用要領別冊 

10 

 

の現場において社内資格等を有する指導者やチームリーダーとして現場を

管理する能力を有すると認められるために、技能者を指導しながら作業に

従事した実務経験が必要であり、この場合の実務経験とは、航空機の駐機

場への誘導や移動、手荷物・貨物の仕分け、手荷物・貨物の航空機への移

送・搭降載、客室内清掃、搭乗手続き、機内食等の搭降載、航空燃料搭載

等、特定技能２号として就業する上で必要となる知識や技能を習得（安全

管理規定の理解や作業資格の取得など）した上で、新入社員等に指導した

ことをいいます。 

  ・ 航空機整備区分においては、航空機整備の現場において、専門的な知識・

技量を要する作業を実施した３年以上の実務経験が必要であり、この場合

の実務経験とは航空会社や航空機整備会社において、国家資格整備士等の

指導・監督の下、ドック整備や材料・部品等の領収検査等、機体、装備品

等の専門的・技術的な整備業務に３年以上従事したことをいいます。 

 ○ 「日本語教育の参照枠」Ｂ1 相当以上（※） 

  ※ 以下の試験の合格 

   ・ 日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ３以上 

  ※ ＣＥＦＲのＢ1 相当以上を判定された場合に限る。 

  ※ 令和９年４月１日以降、特定技能２号においては「日本語教育の参照枠」Ｂ

１相当以上が求められますが、その取扱いについては別途お知らせします。 

 

【経過措置】 

 〇 「航空分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針」

（令和８年１月 23 日閣議決定）による廃止前の運用方針別表１ｂ．業務区

分（５（１）ア関係）項番１及び運用方針別表２ｂ．業務区分（５（１）イ

関係）項番１の欄に掲げる業務区分に対応する試験のうち、次の表の左欄に

掲げる業務区分（従事する業務）に対応する試験に合格した者は、それぞれ

同表の右欄に掲げる業務区分（従事する業務）に対応する試験に合格したも

のとみなされます。 

旧業務区分（従事する業務） 新業務区分（従事する業務） 

空港グランドハンドリング（社内資

格等を有する指導者やチームリー

ダーの指導・監督の下、地上走行支

援業務、手荷物・貨物取扱業務等に

従事） 

空港グランドハンドリング（社内資

格等を有する指導者やチームリーダ

ーの指導・監督の下で行う、航空機地

上走行支援業務、手荷物・貨物取扱業

務、手荷物・貨物の航空機搭降載業

務、航空機内外の清掃整備業務、旅客

ハンドリング業務、機内食等の運搬・
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搭降載業務、航空燃料取扱業務） 

空港グランドハンドリング（社内資

格等を有する指導者やチームリー

ダーとして、地上走行支援業務、手

荷物・貨物取扱業務等に従事し、工

程を管理） 

空港グランドハンドリング（社内資

格等を有する指導者やチームリーダ

ーとして行う、航空機地上走行支援

業務、手荷物・貨物取扱業務、手荷物・

貨物の航空機搭降載業務、航空機内

外の清掃整備業務、旅客ハンドリン

グ業務、機内食等の運搬・搭降載業

務、航空燃料取扱業務（これら工程を

管理する業務）） 

 

【確認対象の書類】 

＜特定技能１号の場合＞ 

○ 試験合格者の場合 

・技能水準を証するものとして次のいずれか 

航空分野特定技能１号評価試験（空港グランドハンドリング）の合格証明書の写し 

航空分野特定技能１号評価試験（航空機整備）の合格証明書の写し 

・日本語能力を証するものとして次のいずれか 

国際交流基金日本語基礎テストの判定結果通知書（Ａ2.2 相当以上）の写し 

日本語能力試験（Ｎ４以上）の合格証明書の写し 

＊ただし、修了した技能実習２号の職種・作業の種類にかかわらず、技能実習２号

を良好に修了した者は、この事実及び技能に係る試験の合格をもって航空分野に

おいて特定技能１号として業務に従事する上で必要とされる日本語能力を有し

ていることが証明されたこととしますので、別途国際交流基金日本語基礎テスト

又は日本語能力試験（Ｎ４以上）を受験し、合格する必要はありません。 

○ 本要領別表に記載された職種・作業の技能実習２号修了者の場合 

・技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格している場合 

空港グランドハンドリング技能実習評価試験（専門級）の合格証明書の写し 

・技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格していない場合 

技能実習生に関する評価調書（参考様式第１－２号） 

＊詳細は「特定技能外国人受入れに関する運用要領」の「第４章第１節（３）技能

水準に関するもの」を御参照ください。 

＜特定技能２号の場合＞ 

○ 業務区分：空港グランドハンドリングの場合 

・航空分野特定技能２号評価試験（空港グランドハンドリング）の合格証明書の写し 

○ 業務区分：航空機整備の場合 
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・航空分野特定技能２号評価試験（航空機整備）合格者の場合 

 航空分野特定技能２号評価試験（航空機整備）の合格証明書の写し 

・航空従事者技能証明取得者の場合 

  本要領別表の「技能水準及び評価方法等」の欄に掲げるいずれかの航空従事者技

能証明の写し 

  航空分野２号特定技能外国人に求められる実務経験に係る証明書（分野参考様式

第９－３号） 

○ 日本語能力を証するものとして次のもの 

・日本語能力試験（Ｎ３以上）の合格証明書の写し（ＣＥＦＲのＢ１相当以上を判定

された場合に限る。） 

※ 令和９年４月１日以降、特定技能２号においては「日本語教育の参照枠」Ｂ

１相当以上が求められますが、その取扱いについては別途お知らせします。 

【留意事項】 

＜特定技能１号＞ 

○ 空港グランドハンドリング職種・航空機地上支援作業、航空貨物取扱作業、客室清

掃作業の技能実習２号を良好に修了したとして技能試験の合格等の免除を受けたい

場合には、当該技能実習２号を良好に修了したことを証するものとして、当該空港グ

ランドハンドリング技能実習評価試験（専門級）の合格証明書の写しの提出が必要で

す。 

○ 空港グランドハンドリング技能実習評価試験（専門級）に合格していない場合（技

能実習法施行前の旧制度の技能実習生を含む。）には、技能試験及び日本語試験を受

験し合格するか、実習実施者が作成した技能等の修得等の状況を評価した文書の提出

が必要です。 

＜特定技能２号＞ 

○ 航空分野特定技能２号評価試験受験の際に、上記実務経験の有無を確認します。詳

細は、航空局または試験実施機関へ御確認ください。 

○ 航空従事者技能証明取得者については、「航空分野２号特定技能外国人に求められ

る実務経験に係る証明書（航空機整備）」（分野参考様式第９－３号）により、実務経

験を確認します。 
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第３ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準 

 

【関係規定】 

特定技能基準省令第２条 

法第２条の５第３項の法務省令で定める基準のうち適合特定技能雇用契約の適正な

履行の確保に係るものは、次のとおりとする。 

一～十二（略） 

十三 前各号に掲げるもののほか、法務大臣が告示で定める特定の産業上の分野に係

るものにあっては、当該産業上の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣と

協議の上、当該産業上の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合するこ

と。 

２ （略） 

告示第２条 

航空分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定め

る省令第２条第１項第 13 号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準は、特定技

能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が次のいずれにも該当することとする。 

一 空港管理規則（昭和 27 年運輸省令第 44 号）第 12 条第１項若しくは第 12 条の

２第１項の承認を受けた者（航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第 100 条第１項

の許可を受けた者を含む。）若しくは同規則第 13 条第１項の承認を受けた者若し

くは同規則第 12 条第１項、第 12 条の２第１項若しくは第 13 条第１項の規定に

準じて定められた条例、規則その他の規程の規定に相当するものに基づき空港管

理者により営業を行うことを認められた者であって、空港グランドハンドリング

を営む者であること、又は同法第 20 条第１項第３号、第４号若しくは第７号の能

力について同項の認定を受けた者若しくは当該者から業務の委託を受けた者であ

ること。 

二 国土交通省が設置する航空分野に係る特定技能外国人の受入れに関する協議会

の構成員であること。 

三 前号の協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

四 国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うこと。 

五 登録支援機関に適合１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合

にあっては、前３号のいずれにも該当する登録支援機関に委託すること。 

六 特定技能所属機関である場合にあっては、特定技能外国人からの求めに応じ、

実務経験を証明する書面を交付すること。 

国土交通省関係国家戦略特別区域法第 26 条に規定する政令等規制事業に係る告示の

特例に関する措置を定める件 

 国家戦略特別区域法（以下「法」という。）第７条の国家戦略特別区域会議が、法第
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８条第２項第２号に規定する特定事業として、国家戦略特別区域航空物流外国人材活

用事業（法第２条第１項に規定する国家戦略特別区域内の保税蔵置場（関税法（昭和

29 年法律第 61 号）第 42 条第１項に規定する保税蔵置場をいう。）又は総合保税地域

（同法第 62 条の８第１項に規定する総合保税地域をいう。）において、当該国家戦略

特別区域に係る地方公共団体及び空港管理者その他の関係者が設置する協議会に所属

する者が、その雇用する外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319

号）別表第１の２の表の特定技能（同表の特定技能の項の下欄に係るものであって、

その活動に係る特定産業分野が出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定技

能の項の下欄に規定する産業上の分野等を定める省令（平成 31 年法務省令第６号）

で定める産業上の分野のうち、航空分野であるものに限る。）の在留資格をもって在留

する外国人に限る。）の有する技能を活用して行う空港グランドハンドリング（貨物取

扱業務に関するものに限る。）をいう。）を定めた区域計画（法第８条第１項に規定す

る区域計画をいう。）について、内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたとき

は、当該認定の日以後は、特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関につい

ては、当該本邦の公私の機関が行う当該国家戦略特別区域航空物流外国人材活用事業

に係る部分に限り、出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省

令及び特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令の規

定に基づき航空分野に特有の事情に鑑みて当該分野を所管する関係行政機関の長が告

示で定める基準を定める件（平成 31 年国土交通省告示第 360 号）第２条第１号の規

定は、適用しない。 

 

【特定技能所属機関及び事業所】 

 ○ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準として、航空分野に特有

の事情に鑑みて特定技能基準省令第２条第１項第 13 号に基づき告示をもっ

て定めたものです。 

○ 空港グランドハンドリングの業務区分の特定技能外国人を受け入れる特定

技能所属機関は、空港管理規則（昭和 27 年運輸省令第 44 号）第 12 条第１

項若しくは第 12 条の２第１項の承認を受けた者（航空法（昭和 27 年法律第

231 号）第 100 条第１項の許可を受けた者を含む。）、同規則第 13 条第１項

の承認を受けた者、同規則第 12 条第１項、第 12 条の２第１項若しくは第 13

条第１項の規定に準じて定められた条例、規則その他の規程の規定に相当す

るものに基づき空港管理者により営業を行うことを認められた者であって、

空港グランドハンドリングを営む者でなければなりません。 

○ 国家戦略特別区域航空物流外国人材活用事業として、空港敷地外の保税蔵

置場又は総合保税地域において、空港グランドハンドリング（貨物取扱業務

に関するものに限る。）を行う特定技能所属機関については、当該事業に係る
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部分に限り、告示第２条第１号の規定は適用されませんが、千葉県及び成田

国際空港株式会社が設置する協議会（成田国際空港に関する国家戦略特別区

域航空物流外国人材活用協議会）に所属しなければなりません。 

  なお、当該事業及び協議会の詳細は、千葉県のホームページを御確認くだ

さい。 

○ 航空機整備の業務区分の特定技能外国人を受け入れる特定技能所属機関は、

航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第 20 条第１項第３号、第４号若しくは

第７号の能力について同項の国土交通大臣による認定を受けた者（以下「航

空機整備等に係る能力について認定を受けた者」という。）若しくは当該者か

ら業務の委託を受けた者でなければなりません。 

 

【協議会】 

○ 航空分野の特定技能外国人を受け入れる場合には、当該特定技能外国人に

係る在留諸申請の前に、国土交通省が設置する航空分野特定技能協議会（以

下「協議会」という。）に加入し、加入後は協議会に対し、また国土交通省が

行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うなどしなければなりません。 

○ また、協議会に対し、必要な協力を行わない場合には、基準に適合しない

ことから、特定技能外国人の受入れができないこととなります。 

○ 特定技能外国人から航空分野に係る実務経験を証明する書面の交付を求め

られた場合は、当該機関における実務経験を証明する書面を交付しなければ

ならず、これを行わない場合は、基準に適合しないことから、特定技能外国

人の受入れができないこととなります。 

○ 特定技能所属機関が適合１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を登録

支援機関に委託する場合には、当該登録支援機関は、支援を委託される特定

技能外国人に係る在留諸申請の前に、協議会に加入し、加入後は協議会に対

し、また、国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うもので

なければなりません。 

○ 特定技能外国人の受入れを検討している場合、特定技能雇用契約の締結前

であっても、分野別協議会事務局（国土交通省航空局）に協議会への加入等

について相談することができます。 

○ なお、協議会に関する問合せ先については、国土交通省航空局のホームペ

ージを御覧ください。 

（URL：http://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr19_000011.html） 

 

【確認対象の書類】 

○ 航空分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（分野参考様式第９－

http://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr19_000011.html
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１号）（特定技能所属機関） 

○ 航空分野特定技能協議会の構成員であることの証明書（特定技能所属機関） 

○ 航空分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（分野参考様式第９－

２号）（登録支援機関） 

○ 航空分野特定技能協議会の構成員であることの証明書（登録支援機関） 

○ 国家戦略特別区域航空物流外国人材活用事業として国家戦略特別区域内の保税蔵

置場又は総合保税地域において業務に従事する場合、千葉県及び成田国際空港株式

会社が設置する協議会の構成員であることが確認できる以下の資料 

 ・成田国際空港に関する国家戦略特別区域航空物流外国人材活用協議会構成員加入

通知書の写し又は成田国際空港に関する国家戦略特別区域航空物流外国人材活用協

議会構成員資格証明書の写し 
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第４ 適合１号特定技能外国人支援計画の適正な実施の確保に係る基準 

 

【関係規定】 

特定技能基準省令第２条（略） 

２ 法第２条の５第３項の法務省令で定める基準のうち適合１号特定技能外国人支援

計画の適正な実施の確保に係るものは、次のとおりとする。 

一～六（略） 

七 前各号に掲げるもののほか、法務大臣が告示で定める特定の産業上の分野に係

るものにあっては、当該産業上の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣

と協議の上、当該産業上の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合す

ること。 

告示第２条 

航空分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定め

る省令第２条第１項第 13 号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準は、特定技

能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が次のいずれにも該当することとする。 

一 空港管理規則（昭和 27 年運輸省令第 44 号）第 12 条第１項若しくは第 12 条の

２第１項の承認を受けた者（航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第 100 条第１項

の許可を受けた者を含む。）若しくは同規則第 13 条第１項の承認を受けた者若し

くは同規則第 12 条第１項、第 12 条の２第１項若しくは第 13 条第１項の規定に

準じて定められた条例、規則その他の規程の規定に相当するものに基づき空港管

理者により営業を行うことを認められた者であって、空港グランドハンドリング

を営む者であること、又は同法第 20 条第１項第３号、第４号若しくは第７号の能

力について同項の認定を受けた者若しくは当該者から業務の委託を受けた者であ

ること。 

二 国土交通省が設置する航空分野に係る特定技能外国人の受入れに関する協議会

の構成員であること。 

三 前号の協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

四 国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うこと。 

五 登録支援機関に適合１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合に

あっては、前３号のいずれにも該当する登録支援機関に委託すること。 

六 特定技能所属機関である場合にあっては、特定技能外国人からの求めに応じ、実

務経験を証明する書面を交付すること。 

 

○ 適合１号特定技能外国人支援計画の適正な実施の確保に係る基準として、

航空分野に特有の事情に鑑みて特定技能基準省令第２条第２項第７号に基づ

き告示をもって定めたものです。 
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○ 基準の内容については、「第３ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に

係る基準」と同様のものとなっています。 

 

【確認対象の書類】 

○ 「第３ 特定技能雇用契約の適正な履行の確保に係る基準」と同様 
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第５ 上陸許可に係る基準 

 

【関係規定】 

上陸基準省令（特定技能１号） 

申請人に係る特定技能雇用契約が法第２条の５第１項及び第２項の規定に適合する

こと及び特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が同条第３項及び第４項

の規定に適合すること並びに申請人に係る１号特定技能外国人支援計画が同条第６項

及び第７項の規定に適合することのほか、申請人が次のいずれにも該当しているこ

と。 

一～五（略） 

六 前各号に掲げるもののほか、法務大臣が告示で定める特定の産業上の分野に係る

ものにあっては、当該産業上の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣と

協議の上、当該産業上の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合する

こと。 

上陸基準省令（特定技能２号） 

申請人に係る特定技能雇用契約が法第２条の５第１項及び第２項の規定に適合する

こと及び特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が同条第３項（第２号を

除く。）及び第４項の規定に適合することのほか、申請人が次のいずれにも該当してい

ること。 

一～六（略） 

七 前各号に掲げるもののほか、法務大臣が告示で定める特定の産業上の分野に係

るものにあっては、当該産業上の分野を所管する関係行政機関の長が、法務大臣

と協議の上、当該産業上の分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準に適合す

ること。 

告示第１条 

航空分野に係る出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令

（平成２年法務省令第 16 号）の表の法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄第１号

に掲げる活動の項の下欄第６号及び法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄第２号

に掲げる活動の項の下欄第７号に規定する告示で定める基準は、申請人が、労働者派

遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60 年法律第

88 号）第２条第１号に規定する労働者派遣の対象となることを内容とする特定技能雇

用契約を締結していないこととする。 

 

【労働者派遣】 

○ 在留資格「特定技能１号」に係る上陸基準として、航空分野に特有の事情

に鑑みて同在留資格に係る上陸基準省令第６号、及び在留資格「特定技能２
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号」に係る上陸基準として、航空分野に特有の事情に鑑みて同在留資格に係

る上陸基準省令第７号に基づき、告示をもって定めたものです。 

○ 特定技能外国人を受け入れるに当たっては、当該特定技能外国人は労働者

派遣によるものであってはならないとするもので、特定技能外国人を派遣す

ることも派遣された者を受け入れることもできません。 

○ 特定技能外国人を派遣し、又は、派遣された者を受け入れた場合には、入

国・在留諸申請において不正に許可を受けさせる目的での虚偽文書の行使等

に該当し、出入国に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為を行ったも

のとして、以後５年間は、特定技能外国人の受入れができないこととなりま

す。 

 

【確認対象の書類】 

○ 航空分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書（分野参考様式第９－

１号（特定技能所属機関）） 
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第６ 育成・キャリア形成プログラム 

    

分野別運用方針（抜粋） 

第一 特定技能制度に関する基本的な事項等 

４ その他特定技能制度に係る制度の運用に関する重要事項 

（１）特定技能外国人のキャリア形成等に関する事項 

国土交通省は、関係業界等と協働して、特定技能１号及び特定技能２号に係る

講習受講・資格取得等を内容とする航空分野における「育成・キャリア形成プログ

ラム（以下「育成プログラム」という。）」を策定する。 

航空分野における育成プログラムは、次の事項を基本とし、特定技能外国人

が、自身のキャリアを俯瞰し、技能等の向上・育成を予見できるものとするととも

に、関係業界、特定技能所属機関等において、受け入れる外国人への計画的かつ的

確な育成・評価等を行うための指針とする。 

① 講習受講・資格取得 

② 日本語能力 

③ マネジメント経験 

④ その他（フォローアップや意欲向上策等） 

 

○ 航空分野における育成プログラムは、特定技能制度を通貫したものとするこ

とを基本とし、特定技能外国人が、自身のキャリアを俯瞰し、技能等の向上・

育成を予見できるものとするとともに、関係業界及び特定技能所属機関等にお

いて、受け入れる外国人の計画的かつ的確な育成・評価等を行うための指針と

なります。 

○ 航空分野における育成プログラムは、国土交通省のホームページに掲載され

ますので、適切に参照し活用してください。 



別表（航空）

職種 作業

航空機地上支援

航空貨物取扱

客室清掃

特定技能２号

社内資格等を有する指導者やチーム
リーダーとして行う、航空機地上走
行支援業務、手荷物・貨物取扱業
務、手荷物・貨物の航空機搭降載業
務、航空機内外の清掃整備業務、旅
客ハンドリング業務、機内食等の運
搬・搭降載業務、航空燃料取扱業務
（これら工程を管理する業務）

①　航空分野特定技能２号評価試験（空港
グランドハンドリング）
②　①の合格に加えて、実務経験要件（現
場において技能者を指導しながら作業に従
事した実務経験）

【「日本語教育の参照枠」Ｂ１相当以上】
・　日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ３以上
　（ＣＥＦＲのＢ１相当以上を判定された場合に限る）

― ―

特定技能１号
運航整備、機体整備、装備品・原動
機整備等において行う航空機の機体
及び装備品又は部品等の整備業務

航空分野特定技能１号評価試験（航空機整
備）

【「日本語教育の参照枠」Ａ２．２相当以上】
・　国際交流基金日本語基礎テスト
　　（ＪＦＴ－Ｂａｓｉｃ）Ａ２．２相当以上
又は
・　日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ４以上

― ―

①　航空分野特定技能２号評価試験（航空
機整備）
②　①の合格に加えて、実務経験要件（現
場において、専門的な知識・技量を要する
作業を実施した３年以上の実務経験）

①　航空従事者技能証明のうち以下のもの
一等航空整備士（飛行機）
一等航空整備士（回転翼航空機)
二等航空整備士（飛行機）
二等航空整備士（回転翼航空機）
一等航空運航整備士（飛行機）
一等航空運航整備士（回転翼航空機）
二等航空運航整備士（飛行機）
二等航空運航整備士（回転翼航空機）
航空工場整備士（機体構造関係）
航空工場整備士（ピストン発動機関係）
航空工場整備士（タービン発動機関係）
航空工場整備士（プロペラ関係）
航空工場整備士（計器関係）
航空工場整備士（電子装備品関係）
航空工場整備士（電気装備品関係）
航空工場整備士（無線通信機器関係）
②　①の合格に加えて、実務経験要件（現
場において、専門的な知識・技量を要する
作業を実施した３年以上の実務経験）

―

業務区分及び特定技能外国人が従事する業務 技能水準及び評価方法等 日本語能力水準及び評価方法等

令和９年４年１日以降も当分の間、技能水準及び日本語能力水準の試験の免除と
なる技能実習２号

特定技能１号

空港グランドハンドリング

社内資格等を有する指導者やチーム
リーダーの指導・監督の下で行う、
航空機地上走行支援業務、手荷物・
貨物取扱業務、手荷物・貨物の航空
機搭降載業務、航空機内外の清掃整
備業務、旅客ハンドリング業務、機
内食等の運搬・搭降載業務、航空燃
料取扱業務

航空分野特定技能１号評価試験（空港グラ
ンドハンドリング）

【「日本語教育の参照枠」Ａ２．２相当以上】
・　国際交流基金日本語基礎テスト
　　（ＪＦＴ－Ｂａｓｉｃ）Ａ２．２相当以上
又は
・　日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ４以上

空港グランドハンドリング

航空機整備

特定技能２号

自らの判断により行う、運航整備、
機体整備、装備品・原動機整備等に
おいて行う航空機の機体及び装備品
又は部品等の整備の専門的・技術的
な業務

【「日本語教育の参照枠」Ｂ１相当以上】
・　日本語能力試験（ＪＬＰＴ）Ｎ３以上
　（ＣＥＦＲのＢ１相当以上を判定された場合に限る）

―



分野参考様式第９－１号（特定技能所属機関） 
 

航空分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書 
 
出入国在留管理庁長官 殿 
 

特定技能所属機関 
氏名又は名称 
住    所 

特定技能外国人 
氏    名 
性    別 
国 籍・地域 
生 年 月 日 

 
記 

航空分野における上記の特定技能外国人を受け入れるに当たり、以下の事項について誓約します。 

【誓約事項】 
１．特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）別表第１の２の表の特定技

能の在留資格をもって在留する外国人をいう。以下同じ。）に従事させる業務が、空港グランドハンドリ

ング（地上走行支援業務、手荷物・貨物取扱業務等）又は航空機整備（機体、装備品等の整備業務等）

であること（国家戦略特別区域法第２条第１項に規定する国家戦略特別区域内の保税蔵置場（関税法（昭

和 29 年法律第 61 号）第 42 条第１項に規定する保税蔵置場をいう。）又は総合保税地域（同法第 62 条

の８第１項に規定する総合保税地域をいう。）で行う国家戦略特別区域航空物流外国人材活用事業にお

いては、貨物取扱業務に関するものに限る。）。 
２．特定技能雇用契約において特定技能外国人を労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保

護等に関する法律（昭和 60 年法律第 88 号）第２条第１号に規定する労働者派遣の対象とするものでは

ないことを定めること。 
３．空港管理規則（昭和 27 年運輸省令第 44 号）第 12 条第１項若しくは第 12 条の２第１項の承認を受け

た者（航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第 100 条第１項の許可を受けた者を含む。）若しくは同規則第

13 条第１項の承認を受けた者若しくは同規則第 12 条第１項、第 12 条の２第１項若しくは第 13 条第１

項の規定に準じて定められた条例、規則その他の規程の規定に相当するものに基づき空港管理者により

営業を行うことを認められた者であって、空港グランドハンドリングを営む者であること、又は同法第

20 条第１項第３号、第４号若しくは第７号の能力について同項の認定を受けた者若しくは当該者から業

務の委託を受けた者であること（国家戦略特別区域航空物流外国人材活用事業を行う特定技能所属機関

を除く（当該事業に係る部分に限る。））。 
４．国家戦略特別区域航空物流外国人材活用事業を行う特定技能所属機関については、国家戦略特別区域

に係る地方公共団体及び空港管理者その他の関係者が設置する協議会に所属していること。 
５．国土交通省が設置する航空分野に係る特定技能外国人の受入れに関する協議会（以下「協議会」とす

る。）の構成員であること。 
６．協議会に対し、必要な協力を行うこと。 
７．国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うこと。 
８．登録支援機関に適合１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合にあっては、下記(1)か

ら(3)までのいずれにも該当する登録支援機関に委託すること。 

(1) 協議会の構成員であること。 

(2) 協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

(3) 国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うこと。 
９．特定技能外国人からの求めに応じ、実務経験を証明する書面を交付すること。 

（注）誓約事項を遵守することができなくなった場合は、その旨出入国在留管理庁長官及び当該分野を

所管する関係行政機関の長に対し、報告を行うこと。 
 



作成年月日       年  月  日 
 
作成責任者                



分野参考様式第９－２号（登録支援機関） 

 

航空分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書 

 

出入国在留管理庁長官 殿 

 

登録支援機関 

      氏名又は名称 

      住    所 

特定技能所属機関 

氏名又は名称 

住    所 

特定技能外国人 

氏    名 

性    別 

国籍・地域 

生 年 月 日 

 

記 

航空分野における上記の特定技能所属機関が雇用する特定技能外国人に係る１号特定技能外国人支援

計画の実施の委託を受けるに当たり、以下の事項について誓約します。 

【誓約事項】 

１．国土交通省が設置する航空分野に係る特定技能外国人の受入れに関する協議会（以下「協議会」

とする。）の構成員であること。 

２．協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

３．国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うこと。 

（注）誓約事項を遵守することができなくなった場合は、その旨出入国在留管理庁長官及び当該分野を

所管する関係行政機関の長に対し、報告を行うこと。 

 

 

 

作成年月日       年  月  日 

 

作成責任者               

 



分野参考様式第９－３号 

 
 

航空分野２号特定技能外国人に求められる実務経験に係る証明書 

 

 

 航空分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針に規定す

る２号特定技能外国人に求められる実務経験について、下記のとおり証明します。 

 なお、本件について出入国在留管理官署から照会があった場合には、適切に対

応します。 

 

記 

 

１ 申請人 

氏   名  

生年月日  

国籍・地域  

 

２ 実務経験 

（１）業務内容 

   現場において、専門的な知識・技量を要する作業 

   ※「実務経験」とは航空会社や航空機整備会社において、国家資格整備士

等の指導・監督の下、ドック整備や材料・部品等の領収検査等、機体、

装備品等の専門的・技術的な整備業務に 3 年以上従事したことをいう。 

 

（２）上記（１）の業務に従事していた就業期間 

年  月  日～    年  月  日   （計： 年 月）  

※必要に応じ行を追加すること。 

※上記（１）の業務に従事していない期間がある場合は、従事していた期間ごと

に記載すること。 

 

作成日    年  月  日 

                 

           事業者 

                氏名又は名称 
住  所 

連 絡 先 

作成責任者（署名）              

 

※ 証明事項に事実と相違がある場合、申請人の在留資格が取り消される場合がある。 
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